
決算特別委員会会議記録

決算特別委員長 木付 親次

１ 日 時

令和３年１０月６日（水） 午前１０時００分から

午後 ３時１８分まで

２ 場 所

本会議場

３ 出席した委員の氏名

木付親次、大友栄二、井上伸史、吉竹悟、今吉次郎、太田正美、後藤慎太郎、鴛海豊、

古手川正治、麻生栄作、成迫健児、高橋肇、羽野武男、二ノ宮健治、守永信幸、

原田孝司、小嶋秀行、吉村哲彦、戸高賢史、堤栄三、荒金信生

４ 欠席した委員の氏名

な し

５ 出席した委員外議員の氏名

清田哲也、阿部長夫、衛藤博昭、森誠一、浦野英樹、木田昇、藤田正道、玉田輝義、

小川克己

６ 出席した執行部関係者の職・氏名

総務部長 和田雅晴、農林水産部長 佐藤章 ほか関係者

７ 会議に付した事件の件名

別紙次第のとおり

８ 会議の概要及び結果

第９０号議案令和２年度大分県一般会計歳入歳出決算の認定について、第９１号議案令

和２年度大分県公債管理特別会計歳入歳出決算の認定について、第９６号議案令和２年度

大分県林業・木材産業改善資金特別会計歳入歳出決算の認定について、第９７号議案令和

２年度大分県沿岸漁業改善資金特別会計歳入歳出決算の認定について及び第９８号議案令

和２年度大分県県営林事業特別会計歳入歳出決算の認定について審査を行った。

９ その他必要な事項

な し

１０ 担当書記

議事課委員会班 主任 麻生由香里

議事課委員会班 課長補佐（総括） 冨高徳己

議事課委員会班 主任 飛鷹真典



決算特別委員会次第

日時：令和３年１０月６日（水）１０：００～

場所：本会議場

１ 開 会

２ 部局別決算審査

（１）総務部

①決算説明

②質疑・応答

③内部協議

（２）農林水産部

①決算説明

②質疑・応答

③内部協議

３ その他

４ 閉 会
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別 紙

会議の概要及び結果

木付委員長 ただいまから、本日の委員会を開

きます。

この際、付託された議案を一括議題とし、こ

れより審査に入ります。

本日は、総務部及び農林水産部の部局別審査

を行います。

これより、総務部関係の審査に入ります。

執行部の説明は、要請した時間の範囲内とな

るよう要点を簡潔・明瞭にお願いします。

それでは、総務部長及び関係課・室・所長の

説明を求めます。

和田総務部長 それでは、まず初めに、お手元

の令和２年度一般会計及び特別会計決算事業別

説明書の１ページをお開きください。

令和２年度一般会計及び特別会計歳出決算の

うち、総務部関係について説明します。

一般会計の歳出決算額は、表の一番下の歳出

合計欄の左から２列目にあるように１，６１９

億８，０４３万４，６３０円となっています。

次に、２ページを御覧ください。

公債管理特別会計の歳出決算額は、歳出合計

欄の左から２列目にあるように１，１９９億７，

３２４万６１３円となっています。

決算内容の詳細については、後ほど担当所属

長から説明します。

次に、お手元の令和２年度決算特別委員会審

査報告書に対する措置状況報告書について説明

します。資料の１ページをお開きください。

まず、財政運営の健全化についてです。

措置結果の欄に記載しているように、財政運

営にあたっては、中長期的な視点に立ち、持続

可能な財政基盤を構築することを基本に進めて

います。

これをより確実なものとするため、令和２年

３月には大分県行財政改革推進計画を策定し、

財政調整用基金残高の３３０億円確保と臨時財

政対策債等を除いた実質的な県債残高の６，５

００億円以下の水準維持を目標とし、健全財政

の堅持に取り組んでいます。

しかしながら、令和２年度は新型コロナウイ

ルス感染症への対応や７月豪雨災害からの復旧

復興などに取り組んだ結果、年度末の財政調整

用基金残高は２９９億円と目標の３３０億円を

下回ることとなりました。

一方、県債残高については、国の防災・減災、

国土強靱化５か年加速化対策事業を積極的に受

け入れたことなどにより、総額では１兆５５６

億円と増加しますが、交付税措置率の低い県債

の発行抑制などに取り組んだ結果、臨時財政対

策債等を除いた実質的な残高は６，２５０億円

と目標の６，５００億円以下を維持することが

できました。

こうした中、本年６月に策定された骨太方針

２０２１において、一般財源の総額については

２０２１年度の水準を下回らないよう同水準を

確保するとされたところですが、今後も国の動

向を見守りながら本県財政への影響を注視する

必要があります。

このような状況の下、新型コロナウイルスの

感染拡大防止と社会経済の再活性化に向けた取

組や安心・活力・発展プラン２０１５の推進の

ため、先端技術を積極的に活用した新たな行財

政運営の仕組みづくりや、より一層の歳入確保

などに取り組み、財政調整用基金残高の確保と

県債の適正管理を念頭に、適切な財政運営に努

めていきます。

次に、２ページを御覧ください。収入未済の

解消についてです。

県税の収入未済額については、より一層の徴

収強化に努めましたが、新型コロナウイルス感

染症の影響により減収となった事業者等の徴収

を１年間猶予する徴収猶予の特例制度が創設さ

れたことに伴い、前年度に比べ５，３７７万１

千円増加しました。

収入未済額の約５割を占める個人県民税につ

いては、互いに連携して滞納処分等を実施して
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いる市町村に対し、県徴収職員の派遣を通じて

徴収技術の向上を図るなどの徴収強化に取り組

みました。

自動車税種別割については、コールセンター

による未納のお知らせや、滞納整理の早期着手

に取り組むとともに、厳正な滞納処分を実施し

ました。

今後も、徴収技術向上のための研修会を通じ

て人材育成を図るとともに、県徴収職員の市町

村への派遣、キャッシュレス決済の推進などに

よる納税手段の多様化を図り、さらなる収入未

済額の圧縮に取り組んでいきます。

また、税外未収金の縮減については、債権管

理マニュアルに基づく職員の取組の徹底や、外

部の実務講師による債権管理研修の開催などに

取り組み、令和２年度の税外未収金は前年度に

比べ３，１８２万円余り減少しています。

今後も引き続き、外部委託の手法も活用する

とともに、債務者や連帯保証人の行方不明や破

産等により、回収不能が明らかになった事案に

おいては、権利放棄の手続による不納欠損処理

など、取り得る手法の検討を行いながら、適正

な債権管理を徹底し、税外未収金の縮減に取り

組んでいきます。

次に、１１ページを御覧ください。個別事項

の県庁におけるデジタル化の推進についてです。

県庁におけるデジタル化の推進については、

ＩＴを積極的に活用し、行政サービスの向上や

事務の効率化・高度化に取り組んでいます。

庁内りん議については、定期的な電子決裁率

の周知等で全庁をあげて電子化を推進しており、

令和２年度には４４．６％まで向上しました。

テレワークについては、２年度から在宅勤務対

象者を全職員に拡大するとともに、専用端末１

２０台の追加配備やライセンス増設などの環境

整備にも取り組んでいます。

さらに、新型コロナウイルス感染拡大防止の

ための職員１割の在宅勤務や毎月１回以上の在

宅勤務の取組も行い、２年度の在宅勤務実施者

数は延べ１万６，５７３人となりました。

行政手続のオンライン化については、２年度

までに、年間１００件以上の申請がある３８３

手続のうち、８０手続をオンライン化していま

す。

加えて、キャッシュレス決済の導入も積極的

に取り組みます。オンライン化の前提となる押

印の見直しについては、２年度末に条例等で押

印を求めている２，２６０手続のうち、２，１

２１手続の押印を廃止しました。

また、県庁舎や総合庁舎の主要会議室に無線

アクセスポイントを設置して会議のペーパーレ

ス化を進めています。今年度は特に、コロナ禍

の移動制限の中で企業や市町村とのＷＥＢ会議

の利用が大幅に増加しています。このような社

会の変化やニーズの高まりに対応して、県庁の

デジタル化を今後ともさらに加速していきます。

続いて、右上に別冊とある大分県長期総合計

画の実施状況（主要な施策の成果）について説

明します。

資料の２２０ページをお開きください。

上から３番目のモバイルワーク推進事業です。

令和３年度の組織改正に伴い、総務部内に電

子自治体推進室を置き、情報政策課の一部の事

業が移管されたことに伴い、本委員会において

総務部から説明します。

この事業は、職員の現場対応力を強化するた

め、必要なタブレット端末等の環境整備を行う

ものです。

主な事業内容は、職員の利用するグループウ

エアをスマートフォンで職場外でも閲覧できる

ようにする環境整備と、現場対応用のタブレッ

ト端末５５０台の配置です。

成果指標は、利用者の満足度で９０．０％の

目標値に対し、実績は９０．０％でした。

事業の成果・今後の方針ですが、令和２年度

は、７月の豪雨災害や農業参入した企業への支

援など現場での説明対応のほか、新型コロナウ

イルス感染症対策として職員の在宅勤務でも活

用しました。

さらに今年度は、コロナ感染症宿泊療養ホテ

ルの派遣職員にも活用しています。引き続き、

様々な場面で積極的に利用することにより、行

政サービスの向上を図ります。

資料の３７４ページを御覧ください。
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１番は県有財産総合経営推進事業です。

この事業は、未利用財産の売却や貸付けなど、

県有財産の有効活用を推進することにより、歳

入の確保を図るものです。

主な事業内容は、未利用財産の計画的な売却

等に向けた測量、鑑定などの条件準備や入札実

施の広報等を行うことにより、県有財産の利活

用を推進するものです。

成果指標は、県有財産の売却等による収入額

で目標２億２，４００万円に対し、実績は２億

２，６００万円でした。

事業の成果・今後の方針ですが、売却に向け

た条件整備の早期実施や効果的な広報などによ

り、県有財産売却等推進計画に基づく令和２年

度の歳入確保目標額を達成することができまし

た。

しかしながら、売却困難物件などが多く残っ

ていることから、引き続き、利活用策の先進事

例の調査・研究を行うとともに、効果的な広報

の実施や市町村などの関係機関と連携強化を図

りながら、未利用財産の売却等を促進していき

ます。

次に、２番の政策県庁を担う人材育成推進事

業です。

この事業は、政策県庁を担う人材を育成する

ため、自治人材育成センターにおける研修メニ

ューの充実や、女性職員のキャリア形成などを

支援するものです。

主な事業内容は、①の地方創生を実現するた

めの人材育成では、地域が求める政策を県職員

と市町村職員がともに研究する地域政策スクー

ルを実施しました。

また、部局別専門・技術研修では、４件の採

択を行い、新型コロナウイルス感染拡大の影響

により２件が中止となる中、外国人とのコミュ

ニケーション講座など２件の地方創生に資する

研修を実施しました。

②の女性職員のキャリア形成支援では、女性

職員活躍推進セミナーの開催や、育休職員に対

し託児サービス付きの研修受講機会を提供して

います。

成果指標は、研修生の受講満足度で９０％の

目標に対し、実績については８７．９％となり、

目標値を僅かに下回る結果となりました。

事業の成果・今後の方針は、研修生の受講満

足度に応じた研修の見直しなどにより、効果的

な研修を実施することができました。

今後は、年々増加する若手職員や女性職員の

人材育成に向け、若手職員が受講する研修メニ

ューの充実や、女性特有のライフイベントを見

据えた早い段階からのキャリア形成支援を進め

るなど、事業内容の充実を図り、政策県庁を担

う人材の育成を推進していきます。

次に、３番の県職員の働き方改革推進事業で

す。

この事業は、ＩＣＴを活用したテレワークの

推進により業務の効率化等を図るものです。

主な事業内容は、テレワークの推進による職

場環境の整備を図るもので、具体的には在宅勤

務専用タブレット端末のリース等を行っていま

す。

令和２年度は、専用端末を１２０台追加して

計１４０台の配備を行うとともに、専用端末を

使用するためのユーザーライセンスを２，１０

０名分増設して計３，７００名分のライセンス

を確保することで、ほぼ全職員がいつでも在宅

勤務ができる環境を整えました。

成果指標は、在宅勤務実施者数で延べ４８０

人の目標に対し、新型コロナウイルス感染拡大

防止の観点から在宅勤務制度を積極的に活用し

たことにより、実施者数は大幅に増加し、１万

６，５７３人となりました。

事業の成果・今後の方針ですが、令和２年度

から在宅勤務制度の対象者を全職員に拡大し、

本格的な運用を始めましたが、年度当初からの

新型コロナウイルス感染拡大の状況を受け、活

用は一気に進みました。

引き続き、柔軟な働き方や業務効率化のツー

ルとして在宅勤務を活用していくとともに、感

染症拡大、災害など非常時における業務継続体

制確保の観点からも専用端末のさらなる活用を

図り、県職員の働き方改革を推進していきます。

次に、３７５ページを御覧ください。

４番の税務業務アウトソーシング推進事業で
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す。

この事業は、税務組織を効率化し、職員の専

門性の向上を図るため、補助的業務を中心に県

税事務所業務のアウトソーシングを実施するも

のです。

主な事業内容は、普通車及び軽自動車の申告

書の受付・審査業務、申告書等の発送業務及び

法人三税等申告書入力業務における外部委託で

す。

成果指標は、法人三税未登録法人調査等回数

で５４５回の目標値に対し、実績は５５０回で

した。

事業の成果・今後の方針ですが、補助的業務

を外部委託することにより、未登録法人の捕捉

や不申告法人の実態調査等に積極的に取り組む

ことができました。

引き続き、外部委託を実施することにより、

適正かつ公平な課税の実現を図るための調査業

務を重点的に取り組んでいきます。

最後に、５番はスマート自治体転換推進事業

です。

この事業は、人口減少や少子高齢化の進行等

に伴う構造的課題に確実に対応していくため、

市町村行政におけるＩＣＴ活用や公営企業の経

営健全化を支援するとともに、市町村職員を県

庁内の各所属で受け入れ、実務等を通じて専門

性の向上等を図る市町村職員実務研修を実施す

るものです。

主な事業内容は、①の市町村行財政のスマー

ト化支援として、県・市町村で構成する自治体

行政スマート化推進会議等を計８回開催し、Ｂ

ＰＲの実施・検討を行うとともに、水道広域化

推進プラン策定に向けた検討等を行いました。

②の地方創生を担う職員の人材育成として、

市町村職員実務研修や地域づくり交流塾等を実

施しました。

事業の成果・今後の方針ですが、ＡＩ・ＲＰ

Ａ等の導入に向けたＢＰＲ実施自治体数の目標

が１４自治体であるのに対し、実績は住民課の

窓口業務のデジタル化に向けたＢＰＲ等を実施

した自治体数が１６自治体となり、目標を達成

しました。

今後は、県と市町村で構成する電子自治体推

進協議会において、ＡＩ・ＲＰＡの導入等に引

き続き取り組んでいきます。

次に、令和２年度に実施された行政監査及び

包括外部監査の結果について御説明します。

初めに、包括外部監査の結果について説明し

ます。

お手元にお配りしている令和２年度行政監査

・包括外部監査の結果の概要資料の６ページを

お開きください。

包括外部監査については、１に記載のとおり、

監査機能の専門性を強化するため、公認会計士

等の資格を有する外部専門家が監査を実施する

ものです。

令和２年度は３にあるとおり、雇用労働政策

に関係する事務の執行及び事業の管理について

を監査テーマとして、４に記載の着眼点から監

査を実施していただきました。

５の監査の結果についてですが、不備や改善

等の指摘を受けた項目が１２９件でした。

また、６のまとめとして、（１）就業者確保

対策については、各事業のターゲットが重複し

ており整理ができていない。（２）大分県の雇

用労働政策の推進については、各所管課がそれ

ぞれで事業を構築し、断片的に事業を進めてい

るという結論でした。

これを受けて、監査人から雇用労働政策課が

情報共有と事業連携を密に行う総合的な調整役

としての役割をこれまで以上に担い、各所管課

施策等を横展開していく組織となることを期待

するといった御意見をいただきました。

なお、総務部については、監査対象の事業は

ありませんでした。

行政監査については、当部では指摘等はなか

ったので、結果説明は省略します。

比護行政企画課長 まず初めに、総務部関係の

歳入決算額の予算に対する増減額や歳出の不用

額など、四つの項目について一括して御説明し

ます。

お手元の決算附属調書の１ページをお開きく

ださい。

最初に、歳入決算額の予算に対する増減額に
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ついて、主なものを御説明します。

まず、増収となったものについてです。表の

左端の科目欄の一番上、県税のうち県民税法人

が１，５９５万１，２０６円、中ほどの事業税

法人が８，６９４万５，４２７円の増となって

いますが、いずれも徴収率が見込みを上回った

ことによるものです。

次に、減収となったものについてです。１５

ページをお開きください。

科目欄の県債のうち次の１６ページ、上から

２番目の農林水産業債が４８億８，８００万円、

次の土木債が１９０億２，６００万円、それぞ

れ減となっていますが、これは事業費の減や事

業を令和３年度に繰り越したため、令和２年度

に県債の発行を行わなかったことによるもので

す。

次に、１９ページを御覧ください。不用額に

ついて主なものを説明します。

科目欄の上から１３行目、総務管理費の財産

管理費が１，７６９万５，９４４円となってい

ますが、これは未利用財産の測量に係る委託料

等が見込みを下回ったことなどによるものです。

また、１行下の県庁舎別館及振興局費２，０

４６万３４８円については、振興局運営費の需

用費等が見込みを下回ったこと及び経費の節減

によるものです。

また、科目欄の下から７行目、徴税費の賦課

徴収費２，１３１万１，８３５円については、

役務費及び償還金が見込みを下回ったこと及び

経費の節減によるものです。

次に、２３ページを御覧ください。

科目欄の下から４行目、土木管理費の営繕費

１億３，８３５万３，２０２円については、県

有建築物保全事業の工事請負費等が見込みを下

回ったことによるものです。

次に、２６ページを御覧ください。

科目欄の一番下、公債費の公債諸費２，２２

４万８，３５５円については、県債の証券によ

る発行額が見込みを下回ったことに伴い、手数

料に不用が生じたものなどです。

次に、２７ページを御覧ください。収入未済

額についてです。

左端の科目欄の一番上、県税が１５億２，０

７７万３，２４９円となっています。

主な税目については、科目欄の上から３行目、

県民税個人の７億２，３８８万９，２７８円や、

その４行下の事業税法人２億９，４１７万４，

４９７円で、主に税務調査による修正申告や更

正処分に伴うもので、課税の際、既に破産や資

金繰りの悪化などにより、納付が滞っているも

のです。

また、科目欄の中ほどの自動車税５，８３６

万３，８９１円については、生活状況が厳しく

納付が困難な納税者がいることなどが主な要因

です。

その４行下の産業廃棄物税３億９万９，４３

３円については、税務調査により更正処分を行

った特別徴収義務者の納入が滞っているもので

す。

次に、３３ページを御覧ください。不納欠損

額についてです。

左端科目欄の一番上にあるように、県税が７，

９３７万２，０１９円となっています。

不納欠損額の主な税目は、上から３行目の県

民税個人が５，６３２万３，８９４円と最も大

きく、次いで、３４ページの科目欄の一番下、

事業税個人が１，０４７万７，７８４円となっ

ています。

不納欠損処分の理由としては、主に破産や納

税資力がないことなどによる滞納処分の執行停

止から３年が経過したことや、時効が完成した

ことなどによるものです。

続いて、行政企画課関係の歳出決算の状況に

ついて御説明します。

令和２年度一般会計及び特別会計決算事業別

説明書の４ページを御覧ください。

第２款第１項第１目一般管理費の決算額は、

表の右上にあるとおり２億８，０６２万５，４

１４円となっています。

主な内訳としては、事業説明欄の一番上、給

与費２億２，２５３万９，５０２円で、これは

行政企画課及び県有財産経営室職員２９人分の

給与費です。

また、一番下、指定管理施設利用者サービス
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向上推進事業費８０９万６，１６８円は、指定

管理施設における緊急事案等への対応に要した

経費です。

次に、６ページを御覧ください。

第２項第１目企画総務費の決算額は、１，０

０４万４，９２１円で、主な内訳としては、事

業説明欄にあるとおり、全国知事会負担金８５

４万３千円のほか、九州地方知事会の連絡調整

等に要した経費です。

上城知事室長 知事室分について説明します。

決算事業別説明書の３ページをお開きくださ

い。

第２款第１項第１目一般管理費の決算額は、

表の右上にあるとおり１億５，３１８万９，０

３４円です。

主な内訳としては、事業説明欄の一番上、給

与費の決算額が１億３，１９８万９，６５３円

となっていますが、知事、副知事及び知事室職

員１３人分の給与費です。

その下、秘書事務費の決算額は１，７３７万

３，５１６円ですが、知事、副知事の用務及び

秘書用務に係る旅費等の経費です。

その下、表彰事務費は３８２万５，８６５円

ですが、１１月３日の文化の日に行う知事表彰

等、受賞者への記念品代等の経費です。

樋口県有財産経営室長 県有財産経営室分につ

いて説明します。

決算事業別説明書の５ページを御覧ください。

第２款第１項第７目財産管理費の決算額は、

表の右上にあるとおり４億５，８４５万９，９

８６円となっています。

主な内訳として、事業説明欄の一番上、県有

財産維持管理費３億１，７９２万５，６４４円

は、県有財産所在市町村交付金等に要した経費

です。

上から２番目、県有財産総合経営推進事業費

２，３７８万３，２６２円は、未利用財産の利

活用を推進するため、条件整備や広報等に要し

た経費です。

その下、第８目県庁舎別館及振興局費の決算

額は１億１，５７３万６，６８９円となってい

ます。

これは振興局運営費において、清掃等委託料

など振興局等総合庁舎の運営に要した経費です。

続いて、６ページを御覧ください。

第８款第１項第４目営繕費の決算額は、表の

右上にあるとおり２６億２，７１３万５，８０

８円となっています。

これは県有建築物保全事業費において、中長

期保全計画に基づき、県有建築物等の保全工事

に要した経費です。

小石電子自治体推進室長 電子自治体推進室分

について御説明します。

組織改正に伴い、情報政策課から移管された

事業について説明します。

決算事業別説明書の１５２ページを御覧くだ

さい。

移管された事業は、第２款第２項第１目企画

総務費の給与費、第２目企画調査費の事業説明

欄の上から３番目、地域情報化推進事業から１

５３ページの事業説明欄の上から４番目、Ｗｅ

ｂ会議利用推進事業費までと、第４目電算管理

費の事業説明欄の一番上、庁内情報基盤運営管

理事業費から１５４ページの事業説明欄の一番

下、番号制度対応基盤システム整備事業費まで

となります。

移管された事業の中から主な事業について説

明します。大分県長期総合計画の実施状況につ

いての２２１ページを御覧ください。

ＩＣＴ活用業務効率化推進事業です。この事

業は、行政効率の向上を図るため、ＩＣＴの積

極的な活用や、ＡＩ、ＲＰＡの導入を推進する

ものです。

主な事業内容は、職員がパソコンで行う定型

作業に、ＡＩ－ＯＣＲやＲＰＡを導入すること

により、紙の申請書をシステムに取り込む作業

を自動化するものや、会議録の文字起こしにＡ

Ｉサービスを利用し事務を効率化するものです。

成果指標は、ＲＰＡ等導入事務数で、２１業

務の目標値に対し、実績は１８業務でした。

事業の成果・今後の方針ですが、２年度は、

目標の１２業務の自動化に対し、１３業務で業

務プロセス再構築の検討を行い、職員負担の軽

減が見込める９業務にＲＰＡ等を導入しました。
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結果として、導入を見送る業務が見込みを上回

ったことにより、目標である累計２１業務には

達していません。

３年度は、既に導入している業務の安定稼働

と、一部業務の横展開による導入所属の増に取

り組んでいきます。

なお、会議録の文字起こし事務については、

２年度はコロナ禍の影響で会議開催数が減少し

たため、９１９時間の削減目標に対し、５２０

時間となりました。今後も会議事務の効率化に

取り組んでいきます。

松原県政情報課長 県政情報課分について説明

します。

決算事業別説明書の８ページをお開きくださ

い。

第２款第１項第１目一般管理費の決算額は、

表の右上にあるとおり１億９，１８９万６，０

５３円となっています。これは、県政情報課・

法務室及び公文書館職員２６人分の給与費です。

次に、第４目文書費の決算額は１億５，４２

４万５，０８７円となっています。

主な内訳として、事業説明欄の一番上、文書

収発・浄書集中管理費７，６９０万１，０７５

円は、公文書の収受、発送、浄書に要した経費

です。

次の法制事務費２，７７７万３，０３９円は、

条例・規則の制定・改廃、大分県報の発行等に

要した経費です。

９ページに移り、上から２番目の公文書館運

営費３，４３４万９，９３９円は、公文書館に

おける歴史的公文書の収集･管理等に要した経

費です。

渡辺人事課長 人事課分について説明します。

決算事業別説明書の１０ページをお開きくだ

さい。

第２款第１項第１目一般管理費の決算額は、

表の右上にあるとおり４９億１，２７０万８，

７８０円となっています。

主なものは、事業説明欄の給与費の超過勤務

手当と退職手当となっており、どちらも知事部

局等の職員分を人事課で一括計上しています。

その下、第２目人事管理費の決算額は２億１，

１１６万８，７６９円となっています。

主な内訳ですが、事業説明欄の一番上、人事

事務費６，４５６万９，２０５円は、人事課非

常勤職員の報酬や人事給与及び人事事務の運営

に要した経費です。

事業説明欄の上から２番目、職員研修費４，

１２８万４，８０６円は、職員の能力・意欲向

上を図るための各種研修に要した経費で、研修

を実施している公益財団法人大分県自治人材育

成センターに対する負担金等です。

事業説明欄の上から４番目、県職員の働き方

改革推進事業費１億２１６万７，１５８円は、

テレワークの推進による職場環境整備に要した

経費で、在宅勤務用端末やユーザーライセンス

調達に係る委託料等です。

次に、１１ページを御覧ください。

第３目職員厚生費の決算額は１億５，０２３

万３，９３７円となっています。

主な内訳ですが、事業説明欄の一番上、健康

管理事業費７，５６７万３，４８４円は、職員

の定期健康診断等に要した経費です。

その下、安全衛生管理事業費２，８５５万６

９４円は、労働安全衛生法や大分県職員安全衛

生管理規程に基づき、職場における安全衛生活

動等に要した経費で、主なものは、産業医及び

非常勤保健師の報酬等です。

次の１２ページをお開きください。

第９目恩給及退職年金費の決算額は７８３万

８，３６４円となっています。これは、昭和３

７年の共済制度発足以前に退職した方やその遺

族に対し、年金にあたる恩給を支給したもので

す。

その下、第１０目諸費の決算額は２，７３８

万３，４９２円となっています。これは、職員

住宅の維持管理等に要した経費です。

髙木財政課長 財政課分について説明します。

決算事業別説明書の１３ページを御覧くださ

い。

第２款第１項第１目一般管理費の決算額は、

表の右上にあるとおり２億２，２５９万１，６

３６円となっています。

主な内訳としては、事業説明欄の一番上、給
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与費は１億９，４０２万３，０６７円であり、

財政課職員２５人分の給与費です。

次に、第５目財政管理費の決算額は３，７３

２万３，６２５円となっています。

主な内訳としては、予算編成、財政実態調査

及び財政報告経費２，０３２万３，６２５円で

すが、これは、予算編成や各種財政調査に要し

た経費で、予算編成システム及び新公会計シス

テムの管理等委託料などです。

その下、諸費１，７００万円です。これは平

成２５年度に一般財団法人となった県職員互助

会から、残余財産の年度別計画による寄附を受

け入れて県有施設整備等基金へ積み立てたもの

です。

次に、１４ページをお開きください。

第２項第２目企画調査費の決算額は４５億円

となっています。これは、新型コロナウイルス

感染症への対応や社会経済の再活性化の財政需

要に備え、おおいた元気創出基金に積立てを行

ったものです。

続いて、第１２款第１項第１目元金です。決

算額７１０億７，３１７万１，４５３円と、次

の１５ページの第２目利子、決算額６０億２，

３７２万５，２００円については、県債の償還

に必要な元金及び利子を公債管理特別会計へ繰

り出したものです。

また、１４ページの元金のうち、減債基金積

立金は、市場公募債の３０年満期一括償還に備

え、残高の３．３％相当額を積み立てるもので

す。

次に、１５ページの第３目公債諸費の決算額

は１億５，９２７万８，６４５円となっていま

す。これは、市場公募債などの発行時に金融機

関等に支払う手数料などです。

次に、１６ページをお開きください。

第１３款第１項第１目積立金の決算額は４３

億５，３８２万２７７円となっています。これ

は、令和元年度決算剰余金の一部を条例に基づ

き財政調整基金及び減債基金に積み立てるとと

もに、令和２年度最終専決補正予算で、今後の

県有施設の計画的な保全等に備え、県有施設整

備等基金に積立てを行ったほか、基金の運用利

息の積立てを行ったものなどです。

その下、第１４款第１項第１目予備費です。

予備費充当額は、事業説明欄の右端にあると

おり５，４８９万８，２５９円で、個別の充当

額については、各部事業課において本冊子に計

上しています。

次に、１７ページを御覧ください。公債管理

特別会計についてです。

この特別会計は、借換債の発行額が年々増加

していく中で、一般会計の実質的な予算規模を

把握するとともに、公債費の経理を明確化する

ことを目的としています。

この特別会計の令和２年度決算額のうち財政

課分ですが、まず、第１款第１項第１目元金は

１，１３９億３，９１７万１，４５３円で、そ

の下、第２目利子は６０億２，３７１万７，４

６４円です。

元金の事業説明欄の上から２番目、元金（借

換債分）４２３億７，１００万円は、令和２年

度に借換えを行ったもので、そのほかは一般会

計からの繰入金及び減債基金繰入金を財源とし

て県債の償還を行ったものです。

一番下、第３目公債諸費の決算額は１，０３

５万１，６９６円です。これは、借換債の証券

発行に係る手数料や償還時の支払手数料などで

す。

山口税務課長 税務課分について説明します。

決算事業別説明書の１８ページをお開きくだ

さい。

第２款第３項第１目税務総務費の決算額は、

表の右上にあるとおり１３億５３０万８，９８

７円となっています。これは、県税の賦課徴収

に従事している税務職員１８５人分の給与費が

主なものです。

その下、第２目賦課徴収費の決算額は３５億

５２万１，１６５円となっています。

主な内訳としては、事業説明欄の一番上、県

税事務運営費１０億９，３３４万７，０２４円

となっていますが、法人二税等の還付金である

償還金利子及び割引料が主なものです。

その下、県税徴収事務費２０億６，００６万

５，５２２円となっていますが、個人県民税を
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徴収した市町村に対し、地方税法に基づき交付

する県民税徴収取扱費が主なものです。

次に、２０ページをお開きください。

第１３款第２項第１目地方消費税清算金の決

算額は３１４億１，５６９万４，４２８円とな

っています。これは、本県に納入された地方消

費税を、配分割合に応じて、他の都道府県へ支

出するものです。

次に、２３ページをお開きください。

第７項第１目地方消費税交付金の決算額は２

５１億６，８５１万４千円となっています。こ

れは、清算後の地方消費税相当額の２分の１を、

県内の市町村に対し、市町村の人口及び従業者

数で按分して交付するものです。

なお、それぞれの交付金の市町村別の交付状

況については、２５ページから２８ページに記

載しています。

井下市町村振興課長 市町村振興課分について

説明します。

決算事業別説明書の２９ページをお開きくだ

さい。

第２款第１項第１目一般管理費の決算額は、

表の右上にあるとおり３，１６６万３，２５７

円となっています。これは、市町村振興課職員

２７人のうち４人分の給与費です。

その下、第８目県庁舎別館及振興局費の決算

額は１１億９，２６９万２，３７０円となって

います。

内訳としては、事業説明欄の一番上、給与費

１１億８１５万５，６４３円となっていますが、

振興局職員１５２人の給与費です。

その下、振興局運営費８，４５３万６，７２

７円となっていますが、これは振興局の運営に

要した経費です。

次に、３０ページをお開きください。

第２項第２目企画調査費の決算額は１２４万

６，４２１円となっています。これは、過疎地

域自立促進特別措置法に基づく過疎地域の振興

対策の推進に要した経費です。

その下、第４項第１目市町村連絡調整費の決

算額は２億９，４９０万６，３１１円となって

います。

主な内訳としては、事業説明欄の一番上、給

与費が１億４，１１４万７，８４７円となって

いますが、市町村振興課職員２１人分の給与費

です。

上から２番目、市町村行政基盤拡充事業費６，

６５５万７千円については、市町村における権

限移譲事務の執行に要した経費です。

次に、３１ページを御覧ください。

中ほどの第２目自治振興費の決算額は４億６，

８１３万５，９９３円となっています。これは、

公益財団法人大分県市町村振興協会に対する全

国自治宝くじの収益金交付などに係る経費です。

次に、３２ページをお開きください。

第５項第１目選挙管理委員会費の決算額は１，

６２６万７，４１６円となっています。これは、

市町村振興課職員２人分の給与費と選挙管理委

員４人分の報酬など委員会の運営に係る経費で

す。

その下、第２目選挙啓発費の決算額は３１９

万１，９８９円となっています。これは、常時

啓発である明るい選挙推進事業費に要した経費

です。

次に、３３ページを御覧ください。

第３目地方選挙費の決算額は１，９１９万６

５２円となっています。これは、令和２年１２

月に執行された大分県議会議員九重町・玖珠町

選挙区補欠選挙の執行管理に要した経費です。

佐藤総務事務センター所長 総務事務センター

分について説明します。

決算事業別説明書の３４ページをお開きくだ

さい。

第２款第１項第１目一般管理費の決算額は、

表の右上にあるとおり４億５，６４９万６，８

４９円となっています。

主な内訳としては、事業説明欄の一番上、給

与費が８，７２８万２，００４円となっていま

すが、総務事務センター職員１１人分の給与費

です。

その下、総務事務集中処理事業費が５，３８

５万２，４６３円となっていますが、職員の給

与及び旅費の事務を行う会計年度任用職員の雇

用及び総務事務システムの運用等に要した経費
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です。

その下、職員管理費２億４，５０６万５千円

については、総務事務センターにおいて一括し

て計上している知事部局等の職員に支給した児

童手当等です。

その二つ下、総務事務システム再開発事業費

６，６８４万８，８００円については、新しい

総務事務システムの開発に要した経費です。

木付委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。

執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手

し、私から指名を受けた後、自席で起立の上、

マイクを使用し、簡潔・明瞭に答弁願います。

事前通告が３名の委員から出されているので、

まず事前通告のあった委員の質疑から始めます。

堤委員 まず、歳入のことですが、この間の５

年間の推移を見ると、令和２年度は県税収入が

大きくへこんでいます。

地方消費税清算金は、消費税の１０％の増税

で丸々１年間分、令和２年度は入っていますが、

県民負担が結局、これは裏返しに増えているこ

とになります。様々な施策を講じてコロナ対策

をしていますが、９９．９％の中小企業・事業

者の体力が限界に来ていると思われます。

そういう意味から、自主財源の確保対策と交

付税増額の国への要請、いろいろされると思い

ますが、そういうものはどういう状況かを聞き

ます。

次に、会計年度任用職員について、先日の総

務企画委員会でも部長は給与の差について、責

任感や労働時間の違いという表現をしていまし

たが、任用職員も県職員と同じような仕事をし

ています。補助的な仕事内容ではない部署もあ

ります。給与は生活費という観点から月給料の

引上げも検討すべきと思いますが、どうでしょ

うか。

次に、主要な施策の成果の３７４ページ、県

職員の働き方改革推進事業。さきほど１２０台

端末を増やして１４０台という報告がありまし

た。それで３年度の目標で延べ５，６００人の

職員に対応できるという話がありましたが、１

４０台と５，６００人、どういう整合性があり

ますか。

あわせて、その５，６００人というのは実数

──延べではなく、実数は何人を対象にされて

いるのか。在宅では、パソコンを使ったり、通

信費、水道光熱費等の費用がかかると思います

が、そういう費用はどういう形で負担されてい

るのか。また、退勤処理の管理はどうされてい

るのか。

次に、主要な施策の成果の３７５ページ、税

務業務アウトソーシング推進事業。これは申告

書の受付とか入力業務等になっていますが、外

注の場合は、県が直接委託労働者に指示するこ

とは偽装請負になりますが、県としての指揮命

令系統はどのようになっているか。また、申告

書の個人情報の漏えい防止等をどうされている

か。

次に、同じく３７５ページ、スマート自治体

転換推進事業。１６市町村の住民課の窓口業務

のデジタル化となっていますが、これはどうい

うシステムか。

あと電子自治体推進室、主要な施策の成果の

２２１ページ、ＩＣＴ活用業務効率化推進事業

です。ＲＰＡ導入による業務縮減時間の令和元

年度と２年度の実績値がかなり低くなっていま

す。県職員の負担軽減につながらない業務があ

ったと成果にも記載されていますが、具体的に

どのような業務だったのか、長時間労働の是正

にどのようにつながったのかということ。

最後に、事業別説明書の１５４ページ、総合

行政ネットワーク運営事業費。政府共通ネット

ワークを結ぶとありますが、どのようなシステ

ムか。

以上、少し多いですが、よろしくお願いしま

す。

髙木財政課長 私から、まず財源の確保対策等

について御説明します。

令和２年度については、主な自主財源である

県税収入が法人二税を中心に新型コロナウイル

ス等の影響により減少した一方、地方消費税清

算金が消費税率の引上げの平準化により増加し

たことから、全体としては増となっています。

そのような中、今後もしっかり感染防止対策
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や社会経済活動の再活性化に取り組み、税収の

回復を図っていく必要があると考えます。

また、それ以外にも、激甚化する自然災害へ

の備えや大分県版地方創生の取組も着実に前進

させていかなければなりません。このため、臨

時交付金や国土強靱化５か年加速化対策などの

国の財政措置を積極的に受け入れるほか、交付

税措置の有利な県債を最大限活用しながら、自

主財源のもう一つの柱である財政調整用基金の

残高確保にしっかり努めていきたいと思います。

加えて、地方交付税についてですが、さきほ

ど部長の説明でもあったとおり、そのよりどこ

ろである一般財源総額について、令和６年度ま

で今年度の水準を実質的に確保する方針が国か

ら示されています。しかしながら、今後も高齢

化に伴う社会保障関係費の増加が見込まれるこ

とから、そのような増加する財政需要を的確に

反映し、安定的な財政運営ができる、それぐら

い必要な地方交付税の確保、充実を引き続き国

に対して強く求めていきたいと思います。

渡辺人事課長 まず、会計年度任用職員につい

てですが、会計年度任用職員の業務は事務補助

的な業務や専門性をいかした業務、また、正規

職員の業務の一部を担う業務など様々です。

そうした中で、正規職員と会計年度任用職員

とでは業務の内容や質、量に差があるとともに、

決裁や判断上の責任、そして、他所属や外部機

関との調整など職責自体が異なっています。給

与は、これらの職責等に応じて定めることから、

正規職員と会計年度任用職員とでは一定の差が

あるものとなっています。

なお、会計年度任用職員の報酬、いわゆる給

料については、類似する職務に従事する正規職

員との権衡、当該会計年度任用職員の業務内容

等を考慮して定めており、現時点での会計年度

任用職員の報酬単価の設定は適正なものと考え

ています。

続いて、在宅勤務についてです。

在宅勤務の専用端末としては、現在１４０台

を確保し、業務内容を勘案しながら各所属に配

備しています。さらに、農林水産や土木の現場

などで活用するモバイルワーク端末が５５０台

あります。この効果的な活用とあわせ、原則１

所属１台以上の配備を行い、所属間、部局間で

の調整を行いながら活用してきており、必要な

端末数は確保できているものと考えています。

令和３年度の目標値、年間延べ実施者数５，

６００人日については、専用端末１４０台を毎

日使い続けた場合のその５０％の稼働率という

ことで、高めの目標設定をしていますが、さき

ほど言ったモバイルワーク端末の活用とあわせ

ることで希望する職員が問題なく実施できる設

定となっていると考えています。

在宅勤務は、広くたくさんの職員に使っても

らうことも必要ですが、何より育児、介護と仕

事の両立など使いたいときに使える環境を整備

することが重要と考えています。このため、実

数の目標値はつくらずに、どれだけ実施された

かを表す延べ人数を目標値として設定していま

す。

また、在宅勤務に係る費用負担については、

通信機能を搭載した専用端末を貸与することで

通信費の負担についてはありませんが、その他

の光熱水費や電話代等については、現状では職

員が負担することとしています。

今後、国や他の地方公共団体の動向を踏まえ

ながら、職員アンケート等で職員の声にも耳を

傾け、職員が利用しやすい在宅勤務環境の整備

を引き続き検討します。

最後に、在宅勤務時の勤務時間の管理につい

てですが、在宅勤務は原則時間外勤務を命じな

いものとしています。しかしながら、もし時間

外勤務になった場合でも、専用端末の利用によ

り勤務時間管理システムと連動しているので、

パソコンの稼働状況が確認できることになって

います。このことにより勤務時間について適切

に把握できるようにしています。

山口税務課長 私からは、税務業務アウトソー

シング推進事業に関する御質問にお答えします。

まず１点目、申告書の受付や入力業務を外注

する場合の県としての指揮命令系統についてで

す。

申告書の受付や入力などの補助的業務を外部

に委託する際には、委託業務の従事者が県税事
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務所内等で業務に従事することについて、労働

者派遣法に規定する労働者派遣に該当すること

のないよう、委託業務従事者に対する指揮命令

系統を明確にする措置を講じています。

具体的には、受託業者は業務従事者を管理監

督する責任者を定め、業務の実施に関する指示

や勤怠管理等を自ら行うことになっています。

また、県からの業務に関する指示等は全てこの

責任者に対して行い、県が委託業務従事者に直

接指示することなどがないようにしています。

次に２点目、申告書の個人情報の漏えい防止

対策についてです。

個人情報等の取扱いを伴う業務を委託する際

は、県が保有している個人情報等の保護対策の

一貫性を確保するため、秘密の保持、複写、複

製の禁止、目的外利用や第三者提供の禁止、安

全管理など、県と同様の適正な取扱いを行うた

めの様々な措置を契約に明記し、受託業者に義

務付けています。

一つ例をあげると、委託業務の実施に伴う個

人情報等のデータは、業務完了時に受託業者が

完全に廃棄又は消去し、その旨を県に報告する

こととなっています。さらに、必要に応じて県

職員がその現場に立ち会うこともできるように

なっています。これまで情報漏えい等は起きて

いませんが、引き続き個人情報等の保護対策に

は力を入れて取り組みます。

井下市町村振興課長 私から、住民課窓口業務

のデジタル化に係るシステムについてお答えし

ます。

これは転入出など住居変更に係る窓口手続を

自動化するシステムです。例えば、これまでは

大分市から日田市に引っ越しする場合、住民は

大分市で転出証明書を発行してもらい、それを

引っ越し先の日田市で、転入届に手書きして転

出証明書と一緒に窓口に提出しています。日田

市の住民課の職員は、その手書きされた内容を

確認した上で、住民基本台帳システムに手打ち

で入力しています。このシステムを導入すると、

大分市で発行した転出証明書を日田市の職員が

専用の機械でスキャンします。それだけで氏名

とか転入先の住所が日田市の支援システムに自

動登録されるため、職員がプリントアウトした

転入届に住民が署名するだけで手続が完了とい

う形になります。

また、転入に伴い発生する国保、それから児

童手当、そういった窓口手続に必要な申請書に

ついても住民課窓口で同時に作成されることに

なるため、住民は署名した申請書を提出するだ

けで全ての手続が完了することになります。

令和２年度に自治体行政スマート化推進会議

でシステム導入について検討を進めてきました。

今年１０月から日田市において新しいシステム

の運用が始まりました。また、電子申請システ

ムによる事前申請もできるように検討している

市町村もあります。

小石電子自治体推進室長 ＩＣＴ活用業務効率

化推進事業についてお答えします。

令和２年度に行った業務フローの見直し、Ｂ

ＰＲと言われる作業を行った結果、職員負担軽

減につながらないと判断した主な業務ですが、

一つは精神障害者保健福祉手帳の判定、交付に

関する業務です。

この業務は、精神保健業務管理システムを活

用していますが、ほかの業務とも共用していま

す。そのほかの業務で既にシステムに登録され

ていると、定型作業の自動化を行うＲＰＡ処理

で、新規の申請であっても登録済みと判断し、

対象外としてしまうことから、負担軽減につな

がらないということで導入を見送りました。

それから、二つ目に教員採用選考の成績一覧

表の入力及び確認に関する業務です。

手書きの採点表を読み取って電子化を行うＡ

Ｉ－ＯＣＲの機能を利用するためには、スキャ

ンしてＰＤＦ化する作業や読み取り結果の確認、

訂正作業が新たに発生し、結果として作業時間

が増加することがあります。以上の理由により、

ＲＰＡの導入には至っていません。

次に、逆に令和２年度のＲＰＡ化等の対応に

より勤務時間の縮減につながった主な業務です

が、一つは国税連携システムに関する業務です。

従来は、手作業で国税連携システムから前日

登録分の確定申告のデータを検索し、額面が２

９０万円以上の確定申告に絞って印刷していま
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した。ＲＰＡにより、その全てが自動化されま

した。

それから、二つ目に食品衛生法に係る飲食店

営業許可証の発行に関する業務です。

従来は、申請書の内容を手作業で台帳システ

ムに入力していました。ＲＰＡ等により、申請

書のデータを電子化し、台帳システムへの取り

込みも自動化しました。

それから、三つ目に食中毒注意報の発表に関

する業務です。

従来は、気象庁からのメールで気温、湿度な

どが毎朝通知されますが、それを基に食中毒注

意報発令の判断、注意報発令のお知らせの公文

書作成、文書の起案、関係各課への連絡及びフ

ェイスブックへの投稿といった業務を人の目で

見て、手作業で行っていました。ＲＰＡにより、

今言ったところで決裁以外の全ての作業を自動

化しました。この結果、２，１３１時間の勤務

時間削減につながりました。

次に、総合行政ネットワーク運営事業費につ

いて御説明します。

まず、政府共通ネットワークは国の省庁間を

接続するネットワークです。この事業は、地方

公共団体のＬＡＮを相互に接続するＬＧＷＡＮ

の維持運営費、それから、ＬＧＷＡＮと政府共

通ネットワークを接続する閉域ネットワークの

維持運営費に関する負担金です。

堤委員 まず一つ、会計年度任用職員の関係で、

同一価値労働同一賃金と言われますね。職種に

よっては全く一緒、職員と同じ仕事をされてい

るわけですね。ただ、給与は当然違います。だ

から、そういう点からすると、同一価値労働と

同一賃金は、会計年度任用職員であったとして

もそれは適用されないといけないと思いますが、

そういう観点はどうなのかを一つ聞きます。

さきほどのテレワークの関係で、確かに通勤

時間がなくなったとかはありますが、端末の通

信費だけは県が面倒を見るが、それ以外は本人

だと。国の動向を見ると言っていたけど、県と

してそういうところはきちっと主張すべきだと

思いますが、具体的にそういうものは検討され

ているかが一つ。

最後に、さきほどのＬＧＷＡＮとの関係で省

庁間をネットワークでつなぐということで、俗

に言う標準化、いろんな行政手続の標準化とい

うのが今出されていて、その一環としてやられ

ているのかを確認します。

渡辺人事課長 まず、同一労働同一賃金の考え

方については、私の方でも理解しているつもり

です。

ただ、さきほど説明したとおり、正規職員と

会計年度任用職員の業務については、その業務

内容、あと主に責任、さきほど言った他の機関

との調整とか、全体的な統括業務等もあり、そ

ういった責任の違い、職責の違いがあると考え

ているので、さきほどの答弁どおりで、正規職

員と会計年度任用職員には給料の差があると考

えています。

それともう１点、在宅勤務についての経費の

負担についてですが、これもさきほど答弁した

とおりで、内容については今委員も言われたと

おり、国の動向等を見ながら。まだ国もほかの

県もその分の経費をどうするかを今検討してい

る最中です。大分県も同じようにそれを考えて

いるところなので、またその動向も見ながら検

討していきたいと思います。

小石電子自治体推進室長 標準化の一環でやる

のかという御質問です。

この総合行政ネットワーク運営事業について

は従来から運用されていて、全国の自治体間の

ネットワークと国のネットワークを結ぶもので

す。その運営に要する経費です。

堤委員 最後に質問しますが、責任の違いと言

ったけど、では、会計年度任用職員には責任は

ないという判断でいいわけですか。

もう一つは、テレワーク中の事故とか労災、

そういう対応はどうされていますか。

渡辺人事課長 責任がないということではなく、

例えば、委員が常任委員会の中で例にあげられ

た総務事務センターの仕事の中でも、会計年度

任用職員については、受付入力や受付計算とい

う事務をしており、これは従来職員が行う業務

の一部である。ただ、正規職員については、そ

れプラス、さらに審査だったり、あと給与の支
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給、税等の支払、それに関する他機関との調整

があり、そういった部分を職責の違いと言って

いるということです。

もう一つ、公務災害の部分については、在宅

勤務時であっても条件が認められれば公務災害

の対象になります。

原田委員 私は、大分県歳入歳出決算概要１１、

１２ページの一般会計歳入財源別分類表の県税

について質問します。

県税については、いろんなところで出ていま

すが、落ち込みが３．８％だったというこの数

字ですね。私はもっと落ち込むのではないかと

思っていました。このことについて、２年度の

決算ですから、３年度は既に今年度、前年度比

１０．７％減の１，１４３億円と見込んだ予算

をつくっていますから、ますますこれが広がっ

ていくんだなと思いますが、また、この３．８

％、いわゆる新型コロナウイルス感染症が始ま

った年の決算として、全国的な状況もあわせて

大分県の状況をどのように考えているか、ぜひ

聞きたいと思います。

山口税務課長 令和２年度の県税収入決算見込

みが対前年度マイナス３．８％となっているこ

とについて、どう考えるかです。

本県の令和２年度の県税収入決算見込額は１，

２０３億８千万円で、前年度に比べ、マイナス

３．８％、額にすると約４８億円の減となりま

す。これに対し、全国では新型コロナの感染拡

大に伴う企業業績の悪化等により、地方法人二

税が大幅減となりましたが、地方消費税が税率

引上げの影響で増となったことと、個人県民税

が前年所得にかかるので、給与所得の増加と、

あと好調だった株式の売買によって増となった

ことなどにより、総額では対前年度０．１％の

増となっています。

ただし、個別の都道府県で見ると、２１都府

県が増収となる一方で２６道府県が減収となる

など、新型コロナの税収への影響は団体間でば

らつきが生じている状況です。

本県は減収となった方の県に入りますが、こ

れは新型コロナの影響による企業業績の悪化に

加え、火災による県内大手製油所の運転休止の

影響を受け、地方消費税が減収となったことが

大きな要因であると考えています。

なお、令和３年度の税収は企業業績の持ち直

しとか、製油所の運転再開により、これまでの

ところ前年度を上回っていますが、コロナの影

響による景気の下振れリスクも懸念されていま

す。引き続き、景気動向や税収の推移を注視し

ながら、的確な県税収入の確保に努めていきた

いと考えています。

原田委員 よく分かりました。その県の企業の

構成みたいなもので、やはり大きく変わってく

るんだなと改めて感じました。

木付委員長にもお願いですが、この決算を基

に、これから来年度の予算編成が組まれていく

から、その考え方についての関連として質問し

たいと思います。もしも委員会の意図を逸脱す

るようだったら、また御指摘してください。

そもそも今年度、令和３年度の予算編成は、

これまでにない形だったと私は捉えています。

２０年ぶりの７千億円超えという規模ももちろ

んですが、内容を見ると、県税収入が前年比１

０．７％の減、地方交付税は４．１％増、国庫

支出金１６．６％増、臨財債に至っては６７％

増になっていると。今までの予算編成の大体の

ところとかなり違っている。これから予算編成

されていきますが、コロナの影響によりさらに

それがもっと加速すると言うか、大変な作業に

なってくるんだと思っています。来年度の予算

編成に向けての考え方を、和田総務部長か髙木

財政課長にぜひ聞きたいと思います。

和田総務部長 来年度予算編成に向けた考え方

ですが、まず、令和３年度予算編成を振り返る

と、基本的には昨年１２月の時点で、国の方で

地方財政対策を組み、その時点での地方交付税

や臨時財政対策債をベースに予算編成をしてい

ます。恐らく当時は非常に厳しい状況だったの

で、かなり税収が落ち込むだろうという見込み

もあったし、それに伴い地方交付税、臨財債共

に増えている状況です。

しかしながら、御案内のとおり、令和２年度

の国税決算は予想に反して過去最高を更新する

ということで、現時点では今年度の地方税収も
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昨年度の国税の決算税収を踏まえるとかなり好

調に推移する可能性があるのかなと思っていま

す。

さはさりながら、税務課長も答弁しましたが、

一方ではコロナの下振れリスクもあるので、非

常に今後の予測を立てるのが難しい予算編成に

なるかと理解しています。国でも結果的には大

きく予想をたがえてしまった状況ですが、でき

るだけ直近の情勢をにらみながら、また、国の

動向も適切にとらまえながら歳入歳出を見積も

って、適切な予算を組んでいきたいと考えてい

ます。

原田委員 よく分かりました。ただ、大分県は

観光を基幹産業とした産業構成の中で、もろに

影響を受けているのは肌で感じるところがある

ので、話を聞きながら、ああ、そうなのかなと

思っています。

ただ、やはり指摘しておきたいのは、臨財債

については、３月の予算特別委員会のときに和

田部長から国はちゃんと交付税に積算している

ということを聞いたので安心していますが――

実際はちょっと疑っているところもありますが、

臨財債を除く県債残高が行財政改革推進計画の

６，５００億円という目標に対し、既に６，３

２６億円、いわゆる天井近くなっている。さら

に、さきほど財政課長が言われましたが、財政

調整用基金も標準規模の１０％の３３０億円で

すか、そこの確保が大きな課題になっている。

そういった中での予算編成になってくるんだな

と思っているから、その話はまた別の機会でぜ

ひ考え方を聞きたいと思っています。

守永委員 さきほど堤委員が質問された事業と

重なる部分がありますが、主要な施策の成果の

３７５ページ、税務業務アウトソーシング推進

事業のことです。この活動指標の中で、法人入

力等作業時間の削減だとか申告書等発送作業時

間の削減として時間数を、目標設定なり、実績

値で報告されています。数字だけここにありま

すが、この数字の捉え方はどのような形で設定

し、取りまとめているか、教えてください。

目標値が５，５９７時間になると思います。

実際、アウトソーシングさせる業務そのものを

積み上げた時間になるだろうと思いますが、実

績値の捉え方はどのようにされているでしょう

か。

また、事業の内容について、労力を投下しな

くてもよい業務内容を検討しているだろうと思

いますが、これまでどのように議論されたかと

いう形態や、どのようなアイデアなどが議論さ

れているでしょうか。その辺が分かれば教えて

ください。

山口税務課長 税務業務アウトソーシング推進

事業に関する御質問です。

まず１点目、活動指標である作業時間数はど

のように取りまとめたものなのかですが、法人

入力等作業、それから、申告書等発送作業に要

する時間数については、県税事務所職員からの

聞き取り結果などから推計した１件当たりの所

要時間に、目標値は総件数の見込み、それから、

実績値は総件数の実績を乗じて算出したものに

なります。

２点目、事業の内容について、議論の形態や

どのようなアイデアがそ上に上がっているのか

ですが、民間事業者に委託可能な業務としては、

差押えなどの滞納処分や課税額の賦課決定処分

などの公権力の行使にはあたらない補助的な業

務であるとか、事前準備的な業務が考えられま

す。

地方税の申告納付手続のオンライン化が今急

速に進展している状況なので、現時点でそ上に

上がっている業務はないですが、より専門性の

高い業務に職員が専念できるように現場職員の

意見も聞きながら、引き続き対象業務の拡充等

を検討し、この取組を進めることによって、結

果として人材の育成や税収の確保につなげてい

きたいと考えています。

守永委員 さきほどの実績値については、結局

アウトソーシングを受けた業者がどのくらいの

時間で終えたかという実績でよかったのかを確

認したいのと、そういう状況の中からすると、

目標値に対して実績値が下回っているというの

はどういう評価になるのかなというのが、結局、

たまたま件数が少なかったとか、業務が効率的

に行われたとか、そういったことで実績値とし
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て低い数字であること自体は評価すべき、いわ

ゆる参考数値にはなりますが、ここのところに

あがるべきものなのかなと。もしあげるのであ

れば、逆にその時間が削減できたら実質的な削

減時間だと見るべきなのかなと、ちょっと悩ま

しいと思ったところがありますが、そういった

ことも含め、活動指標なり成果指標はもう少し

検討を加えた方がいいかなという思いもしまし

た。

いずれにしても、さきほど検討経過について

は説明いただきましたが、本来の専門的な業務

にもっと集中できる環境をつくっていくのが環

境整備の上では大切なことだと思っているし、

通常の業務をする中で様々な電話の対応をする

場合だとか、特に専門的な作業の途中にどうし

ても中断せざるを得ないという状況が公務職場

の実態だろうと思います。そういったことも含

め、効率よく伸び伸びと仕事ができる環境をつ

くっていただきたいと思います。

山口税務課長 ありがとうございます。

この活動指標の目標値と実績値ですが、結局、

実績値の時間数が実際業者がその件数を処理し

た時間になるので、丸々その時間が節約できた

ことになるかと思います。

今御指摘があったように、活動指標、それか

ら、成果指標についてもう少し検討した方がい

いのではないかについては、改めてまた検討し

たいと思います。

木付委員長 ほかに事前通告されていない委員

で質疑はありませんか。

麻生委員 一般会計及び特別会計決算事業別説

明書１０ページの一般管理費、給与費について、

超過勤務手当についての説明がありました。

令和２年度というと、コロナの発生で保健所

業務とか、７月の豪雨災害で農林水産部とか土

木建築部は一時的に大変な業務量で、当然超過

勤務手当が一気に増えているのではないかと思

います。

そんな中にあって、当然基準値を超える超過

勤務をやらざるを得ないこともあっただろうと。

そういった部分はしっかり把握し、改善されて

いることと思いますが、そういった部分につい

ての分析、検証、そして、それをガバナンスと

して所属長の評価基準のデータに落とし込むと

言うか、臨機応変にそこをどのような形で乗り

切るかという仕組みがまだ見えてきていないの

ではないかなと思います。

私自身、議長のときにコロナの関係で、議長

車の運転手については、直ちに保健所のどこか

応援に行けるところがあれば行く形とかを取っ

たわけですが、県庁内部の部局横断の職員の応

援と言うか、助け合いと言うか、そういった部

分について事務分掌がありますが、ふだんから

そういった仕組みづくりを構想しておく必要が

あるかと思います。全くそういう部分では、今

回はこうだったと、コロナだったから、あるい

は豪雨災害だったからと、そこで終わっている

気がしてなりません。県庁の人材を、いかに限

られた人材の中で、行革もやらざるを得ない中

で、やはり仕組みとしてつくっていく必要があ

るかと思いますが、そのあたりについてどのよ

うに考えているか、お示し願います。

渡辺人事課長 委員が仰せのとおり、限られた

職員、人材の中で、コロナ、災害といった大き

な業務量に対して対応していかないといけない

状況が続いています。

その中で、人事課としても全庁横断の体制と

いうことで、例えば、コロナであれば、それを

中心でやっている感染症対策課等の本庁、あと

ワクチン接種業務、宿泊療養施設に全庁横断で

応援をしていった、これはいまだに続けていま

す。

さらに災害についても、昨年度の７月豪雨災

害の折には土木職員と技術職員が不足したので、

そういったところを、これも土木職員なので職

種は限られますが、土木建築部の中でどういう

形でやっていくか計画を立て、重点的に応援し

ていきました。

これについては、これまで常々災害にしても

コロナにしてもそういうことでやってきており、

それを踏まえ、今後起きたとき、例えば、コロ

ナの第６波が起きたときにどう対応していくか、

そういったことも我々は考えながら応援計画を

つくっています。そういったことでノウハウを
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蓄積していき、しっかり全庁で体制をつくれる

ようにしていきたいと思います。

麻生委員 今の答弁を聞いた中では、まだ余り

変わらないのかなと感じざるを得ないことを指

摘しておきます。

それで、超過勤務による自死、自殺等、それ

に県が提訴される案件もあるやに伺っています

が、正しくこれはしっかりとした評価スキルと

いうか、管理職の統治スキルをデータベースで

しっかり情報共有しながら、例えば、この部局

が大変だと、では、どこの部局に応援をお願い

するという部長同士のやり取りとか、どの段階

でどのようにやっていくかという部分を総務部

長を含めて当然やっていく必要があるかと思う

ので、人事評価ともしっかりリンクさせ、情報

共有を含め、超過勤務の実態把握とか、それを

リアルタイムでやっていく必要があるかと思い

ます。それがしっかりと人事評価制度にリンク

しているということは必要不可欠な条件になる

かと思うので、そのあたり、部長の考えを伺い

ます。

和田総務部長 まず、超過勤務時間ですが、現

在、パソコンの稼働時間を基にその職員がどれ

だけパソコンを使っていたかというのを、リア

ルタイムで把握できるシステムを平成３０年か

ら導入しています。これは職員によって見られ

る情報は違います。例えば、私であれば全職員

の情報が見られるので、基本的に毎月、前月の

パソコン稼働時間が多かった上位５０人とか、

いろんな区別を設けてデータをいただいていま

す。各部長においては、それぞれの部局の中で

誰が昨日どれだけパソコンを使ったかをリアル

タイムで把握できるので、その状況を見ながら

適時適切に、ああ、この所属が忙しそうだなと

思えば、その所属に応援を出すといったことが

本来のあるべき姿だと考えています。

それから、人事評価については、一律ではあ

りませんが、多くの所属長は組織運営の一つの

目標として、やはり超過勤務時間の削減を考え

ており、それを目標の中に入れている方も結構

いるので、そういったことを通じてでも勤務時

間管理をやっていく必要があると思っています。

高橋委員 事前通告したはずでしたが、名前が

ないので、ここで発言します。

１点だけ、主要な施策の成果の３７４ページ、

県職員の働き方改革推進事業についてです。

さきほど堤委員からも出ましたが、多様で柔

軟な働き方や業務の効率化で、テレワークを使

った在宅勤務ですが、課ごとの業務内容とかで、

やはり在宅勤務がしやすいところ、それから、

なかなかそれが取りにくいところ、そういうと

ころがあるのではないかなと思いますが、そこ

ら辺のバランスと言うか、そういうものを今後

も含め、どう取り組むか１点お尋ねします。

渡辺人事課長 在宅勤務についてです。

昨年度、部長の最初の挨拶というか、話の中

にもありましたが、新型コロナウイルスの感染

拡大の取組も兼ねてやったところもあるので、

延べ人数ですが、１万６千人超が実施し、その

中でアンケートを職員から取っていたので、声

を聞いています。

その中で、今委員が言われるとおり、業務に

よっては非常になじむ業務、なじまない業務が

ある。なじむ部分としては、例えば、研修等集

中して見ないといけないものとか、企画立案で

集中して一人でやらないといけないもの、それ

については物すごく効率が上がったという声を

聞きます。

一方で、個別のシステムがあったり、そのシ

ステムに関して個人情報の取扱いがあったりと

いった部分については、なかなか在宅勤務はし

づらいところがあると聞いています。

人事課としても在宅勤務を推進していく中で、

やりやすい業務についてはどんどんやっていた

だくように啓発し、こういうやり方がいいとい

うことを広めていきたいと、そういう形を取っ

ています。やりにくい業務については、システ

ムの改修とか、いろんなことで在宅勤務がやり

やすくなっていくように働きかけもしながらや

っています。

高橋委員 今回、例えば、コロナとか大規模な

自然災害、これはある意味では特殊な例という

ことにもなると思いますが、それぞれの業務に

よって、今言ったように在宅勤務ができやすい
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もの、できにくいものがあると。さきほど課長

が、ほぼ全職員がいつでも在宅勤務ができるよ

うにしていきたい、テレワークも使いたいとき

に使えるようにということでしたので、それぞ

れの課とか業務が変わったら、今度は取りやす

くなったが、前は取りにくかったとか、職員に

よってそういう大きなアンバランスが出てくる

と。これまた多様で柔軟な働き方とか業務の効

率化とは離れていくと思うので、さきほどテレ

ワークに関する数々の経費負担の問題等も出て

きましたが、そういうものとあわせて、今後職

員が利用しやすいシステムを検討していただき

たいと思います。

太田委員 事業別説明書の４ページの一般管理

費で指定管理施設利用者サービス向上推進事業

費という８０９万円ほどの事業がありますが、

事業概要についてもう少し具体的に教えてほし

いのと、これをしたことによっての成果がどの

ように上がったか教えてください。

比護行政企画課長 御質問いただいた指定管理

施設利用者サービス向上推進事業費ですが、こ

ちらの指定管理施設において、例えば、緊急に

施設の故障等で整備が必要になった、そういっ

た状態に対応するために要した経費で、当初予

算及び３次補正の中で措置をしているものです。

太田委員 具体的にお持ちでしょうか。

比護行政企画課長 各施設ごとにまとめたもの

があるのですが、申し訳ありません、改めて説

明したいと思います。

木付委員長 ただいま太田委員から資料提出の

要求がありました。

お諮りします。ただいまの資料を委員会とし

て要求することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

木付委員長 御異議がないので、ただいまの資

料を要求することに決定します。

井上委員 これは総務に関したことだけではな

いですが、ちょっと感じたことを言いたいと思

いますが、いいですか。

と言うのは、主要な施策の成果について令和

元年度から３年度で数値が出ていますが、結局、

コロナにおける影響は、目標と成果、実績がは

っきり分かる事業と分からない事業があり、何

かその辺が、やはりコロナの影響はどうだった

かをもう少し表現してもらいたい。と言うのが、

令和３年度を見ると、令和２年度と目標の数字

が一緒なんですよ。そういうところがあるでし

ょう。ところが、コロナの影響でかなり下がっ

た。次年度はどうかといったら、数字がまた前

の数字と一緒です。これを見るとね、事業によ

って多少違いますが。

要するに言いたいのは、コロナにおける影響

を踏まえた中での施策の成果をもう少し考えて

やるべきではなかろうか。表示の仕方とか、そ

ういったものをもう少し改めるなり、そういっ

たことを意識した成果を出すことが必要ではな

いか。ただ、今までやってきたことをそのまま

ずっと数字に上げるより、やはりコロナの影響

も少し認識しながら、そういった面を改善しな

がらやっていく方策と言うか、そういったもの

をもう少しこういった面で出してもらいたい。

私はそう感じますが、皆さんはどれだけ感じる

か分かりませんが、これは恐らく総務の仕事で

すよね、どうですか。

木付委員長 コロナに関する事業について、各

部局で質疑をしていただければと思います。

（「それは分かるけど」と言う者あり）そうい

うことで、時間も迫っていますので。（「だか

ら、これを書くのはどこか、総務」と言う者あ

り）

比護行政企画課長 この冊子については、もと

もと政策企画課の部分と、各事業についての事

務事業評価の部分は行政企画課で、あわせてそ

れぞれが所管しています。（「ですから、そう

いった表示の仕方をもう１回再検討してほしい

という思いです」と言う者あり）

木付委員長 では、企画振興部の政策企画課の

ときに御質問をお願いします。（「そうです

か」と言う者あり）

それでは、ほかに委員の方でありますか。

大友副委員長 時間がないので、簡単に聞きた

いと思います。

主要な施策の成果の３７４ページ、県有財産

総合経営推進事業についてですが、成果で県有
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財産の売却は毎年２億数千万円上がっています

が、見込みがある中で目標を立てているのか、

全く見込みがない中での目標値を立てているの

かを聞きたいのが１件。

あと売却物件の中で売却困難物件がどれぐら

いあるか教えてください。

樋口県有財産経営室長 まず、未利用財産の活

用の実績と目標額ですが、売却等推進計画を立

てており、その中で令和２年度から６年度まで

の５年間に１１億２，４００万円の目標額を立

てています。これを年度計画で割り、現在２年

度、最初の年ですが、２年度末で２億２，６０

０万円ですから、進捗率として２０％を達成し

たと。目標の２億２，４００万円に対しては１

００％という施策の成果の表現です。

それから、未利用財産のうち売却困難物件で

すが、総数については、今資料が手元にないの

で、後ほど提出したいと思いますが、小規模財

産だったり、大型物件の中でもなかなか大き過

ぎて売れないものもあります。

未利用財産の売却等の流れについては、県の

各部局で利用されるかを県庁内で諮り、その次

に市町村の振興に使えるか、市町村にも問合せ

をします。その後、市町村も利用がない、若し

くは市町村の施策の中で各団体の利用がないも

のについては、なかなか行政的な目的がないと

いうことで、一般公募による売却につなげてい

きます。一般公募しても、土地の利便性とか道

路沿いでないとか、いろんな条件でなかなか売

れない物件が小規模財産としてあります。これ

については、例えば、不動産団体への協力をお

願いしたり、そういう形で進めていきますが、

そういった物件が少しずつ残っている状況です。

数字については、後ほど回答します。

木付委員長 今、大友委員から要求があった資

料を委員会として要求することに御異議ありま

せんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

木付委員長 御異議がないので、ただいまの資

料を要求することにします。

委員の方でほかにありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

木付委員長 それでは、事前通告が２名の委員

外議員から出されているので、事前通告のあっ

た委員外議員の質疑を行います。

委員外議員の方は、申し訳ありませんが通告

のあった２名にさせていただきます。

衛藤委員外議員 それではまず、大分県歳入歳

出決算及び基金運用状況並びに健全化判断比率

及び資金不足比率審査意見書の６ページ、歳入

歳出決算の状況について伺います。

４月と７月、８月、３月の計４回専決処分を

行われています。一般に専決処分を行う場合は、

１議会不成立の場合、２自治法１１３条ただし

書によっても会議を開けない場合、３招集する

時間的余裕がないことが明らかである場合、４

議会において議決しない場合、この四つの条件

のいずれかを満たす場合に可能となります。こ

の４月、７月、８月、３月の各４回、それぞれ

いずれの要件に当てはまるものか、御回答をお

願いします。

また、３の招集する時間的余裕がないことが

明らかである場合にあたるケースがあったら、

専決処分の何日前に議員や議会に通知したのか

御回答ください。

続いて、大分県長期総合計画の実施状況につ

いて伺います。

各事業の中に成果指標を設けられています。

この成果指標は、予算の作成時に設定され、査

定対象となっているものか教えてください。

次に、事業概要に記載されている事業の目的

に沿わない成果指標が散見されます。

具体的には福祉でも聞きたいと思いますが、

例えば、事務事業評価の３７ページにある介護

のイメージアップ大作戦事業などは、事業目的

として介護の魅力を発信し、新たな介護従事者

を増やすとともに、介護職員の離職防止・定着

を促進するためにやると書いています。その一

方で、成果指標を見ると、Ｗｅｂサイトアクセ

ス数で評価すると。こういうのは当然、介護職

員の離職防止や定着にどれぐらい寄与したか、

促進できたかというのが成果指標であってしか

るべきだと思いますが、こういった成果指標の

適格性というのは、仮に査定時点で設定してい
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るとしたらどのように判断されているのか、教

えてください。

すみません、通告外で２点追加したいと思い

ます。

事業別説明書の２３６ページ、マリンカルチ

ャーセンター運営事業費、今回、マリンカルチ

ャーセンターは廃止になりました。今回の廃止

を受け、指定管理者制度そのものの検証だった

り、この反省を踏まえての検証だったりは、多

分行政企画課だと思いますが、どのように行わ

れているのか。そもそも行われているのか、こ

れから行うのか、そして、行われているとした

らどのように行われたのかを教えてください。

続いて、さきほど麻生委員と部長のやり取り

の中で、残業時間の管理をパソコンでされてい

るという話がありました。私も民間企業にいた

ので、時間管理の話、かなり厳しくやられてい

たのでよく分かりますが、労基が入って、パソ

コンで時間を管理すると、その後、パソコンを

切って残業する人が出る。例えば、パソコンを

切って作業をしたりとか、打合せをしたりとか、

そういった部分の管理がいたちごっこのように

続いていきますが、そういった部分の管理は、

実態としてそこまでケアされているのか教えて

ください。

髙木財政課長 私から、まず専決処分について

お答えします。

今回の令和２年度の専決処分については、い

ずれもコロナ対策又は７月豪雨災害に対応する

ため、早急に対策が必要であったことから専決

処分をしたものであり、これは全て招集する時

間的余裕がないことが明らかである場合にあた

るものとしています。

議会への通知については、対策の決定から発

表までに時間が限られていることから、基本的

には前日、又は当日にお知らせしていますが、

まずは議長、副議長への説明を行い、全議員に

は専決処分を行った日に通知をしているところ

です。

例えば、４月の専決でいくと、４月２８日に

専決処分をしましたが、前日に議長、副議長に

説明をした後、発表日に全議員に通知していま

す。また、７月については、災害の関係で専決

処分をしましたが、これは当日の夕方４時に知

事が発表しましたが、午前中に議長、副議長に

説明して、その後、全議員に通知しています。

比護行政企画課長 続いて、事務事業評価に係

る成果指標や目標値に関してお答えします。

この事務事業評価に係る成果指標や目標値に

ついては、目標指標設定マニュアルを行政企画

課で作成し、全部局に配付しており、それに基

づき、予算策定時に各所属自らが設定するもの

です。その上で、財政課においても予算査定の

中で、そのマニュアルを勘案しながら部局に助

言しています。

この適切な指標設定ですが、政策県庁を達成

する上では基本的なことだと我々も考えており、

目標指標設定マニュアルの周知をしっかり行っ

ていますが、事業の目的にそぐわない成果指標

が散見されるとの御指摘を受け止め、今年度の

予算編成に向け、改めて周知を図り、指導を徹

底していきたいと思っています。

その上で、さきほど委員から例としていただ

いた介護のイメージアップ大作戦事業について

は、確かに最終的な目標としては介護職員の離

職防止、定着等の促進がありますが、そのため

には何が必要かを部局で考えていただいたとい

うところで我々もヒアリングしています。その

ためには、正にイメージのアップと。イメージ

のアップのためには、例えば、ＰＲ動画作成と

か、特に若者が介護の業界を忌避したり、そう

いったことがない──ないと言うか、むしろそ

ういったものにプラスイメージを持って来ても

らえるように取り組んでいく事業だということ

です。そのため、このＷｅｂサイトのアクセス

数を指標で設定し、そこにいろんな方がアクセ

スし、実際にここを見たよという声が聞かれれ

ば、それが事業として効果があったとみなすと

いうことで、この指標であると聞いています。

続いて、さきほどマリンカルチャーセンター

に関して、指定管理者制度についてもどう考え

ているのか、また、県としてどう捉えているの

かということでした。

指定管理者制度は、公の施設の管理に民間の
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能力を活用しながら、住民サービスの向上と経

費の削減等を図る。そのため、地方公共団体が

指定する法人その他の団体に施設の管理運営を

行わせる制度ということで、制度そのものの意

義はこういった目的の下でやっているものだと

考えています。

さはさりながら、例えば、施設によっては、

正に施設の大きな目標、大きな政策の下でどう

いう施設であるべきか、そういうことを改めて

考える機会が失われたり──失われたりと言う

か、そういうのがおろそかになりながら、指定

管理の委託先に任せっきりになっているという

声が聞かれることもあります。もちろん、そう

ならないために努力しているはずですが、そう

いう声が聞かれることもありました。

そうした中で、令和元年度の包括外部監査事

項の指摘の中でも同じような指摘を受け、各指

定管理施設について、将来ビジョンを改めて作

成する。全２６施設について、１０年先を見据

えながら、その施設がどういう施策の下でどう

いう目的であるのか、存続すべきなのか廃止す

べきなのか、そして、その下でどういう利用者

像を考えて、そのためにはどういう目標を立て

ればいいのかを各所属に――要は指定管理に委

託しているからそれで終わりではなく、我が事

として考えていただき、そのビジョンを策定す

る作業を正に行っています。

令和２年度には農業文化公園等２施設、今年

度はｉｉｃｈｉｋｏ総合文化センターを含め８

施設、残りの施設については来年度ということ

で、順次そういったものを策定し、中期的な視

野に立って、あるべき姿をしっかり県民の皆さ

まにもお示ししながら、各施設の在り方を考え

ていくということで、指定管理者制度を引き続

き活用させていただければと思っています。

和田総務部長 各種超勤逃れの御指摘ですが、

正に議員から御指摘があったとおり、パソコン

を切って、その後、超勤を隠している事例は正

直あります。

そういった事例があると、やはり人事課等に

通報があるので、個別にその都度その所属につ

いては指導しています。それ以外にも、予定よ

り１時間を超えて超勤すると理由を記載するこ

とになっており、不自然に５８分、５９分で切

っているのもやはり見受けられるので、そうい

ったものについても個別に指導しており、私も

新任の課長級等に研修する機会があるので、そ

のたびに決してそういうことがないように、い

たちごっこにならないように適切に指導を行っ

ています。

衛藤委員外議員 専決については、全て前日、

若しくは当日に行われていて、間違いないとい

うことで安心しました。私もこの辺が、ちょっ

と記憶が曖昧な部分があるので、そんなに近か

ったかなと思うときもありますが、そこはしっ

かり信じてやりたいと思います。

専決に関しては、災害等の国の予算を使った

緊急というところもありますが、一時、非常に

専決が多発されていた時期があったのも事実だ

と思っています。特に県単が絡む専決は、やは

りしっかり臨時議会を開いていただき、ここは

１日２日の遅れは多少あるかもしれませんが、

それを超える審査をきちんと受けるべきだと思

うので、その点は引き続き御留意いただければ

と思っています。

マリンカルチャーセンターをはじめとした指

定管理の話ですが、やはり伺うのは、一つは、

指定管理者制度自体が目的の縛りが強く、運営

の自由度がかなり低くなっている。その中で、

経営の自由度の低さ、収益性の低下につながっ

ているので、ここの柔軟性の見直しについても

今後御検討いただけるよう要望したいと思いま

す。

木田委員外議員 県監査委員の提出されている

歳入歳出決算及び基金運用状況並びに健全化判

断比率及び資金不足比率審査意見書の９８ペー

ジにある内部統制制度の運用についてです。内

部統制に資するリスク一覧表の整備の遅れが散

見されるなど取組に濃淡があったとありますが、

具体的にどのような濃淡――職場別に濃淡があ

ったのか、業務ベース、金銭出納事務とか、あ

るいは個人情報取扱いについての濃淡があった

のか、そういったところを具体的に説明いただ

きたい。
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内部統制は人為的ミスや不正を防ぐ仕組みで

あり、結果として職員を守る仕組みであると記

載されています。リスク回避するためには、県

庁内で業務マニュアル、あるいは引継書、手順

書等のドキュメント書類の整備は欠かせないと

思いますが、そういったところは徹底して実施

されてきたのか、確認したいと思います。

まとめてお伝えしますが、今回、本来の法改

正でこういったことがスタートしているようで

すが、こういった改正がなくても、ガバナンス

というのは通常から、平時からあるべきだと思

います。先般、県民から電話があって、県の外

部サイトですが、ホームページで不備があると

いうことで、どうにかならないかという報告が

あり、私も動作を確認したら、あそこにミスが

あるなということで担当課にお知らせし、その

日のうちに──土曜日に受けたので、修正は月

曜日にされましたが、そういったこともありま

した。

よそでは、個人情報が間違えてホームページ

にアップされるミスも自治体ホームページであ

るので、果たして本当にドキュメントに基づい

て作業記録を作りながら、確認作業を県庁内で

やられているのかちょっと不安を感じたので、

お尋ねしています。

あと引継書ですが、これは人事異動があった

際に引継書がちゃんとあるのかは、そのときに

一番分かりやすいと思います。

よくあるのが、このことはあの人に聞いてと

か、分からんことがあったら電話して聞いてく

れとかいうところも正直あったりするのではな

いかと思いますが、それは人間関係がなければ

成立しない業務引継ぎだと思うから、しっかり

そういったドキュメントに基づき、具体的に引

継ぎを行う、作業手順を作っていく、作業記録

を作っていく、そういったことが必要だと思い

ます。そういった整備が徹底して行われたか、

お尋ねします。

比護行政企画課長 内部統制制度について御質

問いただきました。

この濃淡についてですが、正直申しますと、

昨年度は実施の初年度であったこともあり、監

査委員事務局による定期監査の際にリスク一覧

表や制度そのものをよく認識していなかった所

属があるというところが実情でした。

そうした中で、もちろんそのままではまずい

ので、我々としては昨年度、令和２年度に開始

する中で、まずは県庁内にプロジェクトチーム

を設置して、この制度をどう運用していくのか、

制度周知を図っていくのか、そういう検討を行

うとともに、制度を説明する動画を３部作、実

際に作成し、全所属に展開して、これを見てほ

しいと、まずはこういう制度ができたんだとい

うことをしっかり周知しました。こうした周知

を監査方針の説明会、振興局の次長会議、副知

事の依命通知等でも適時こうした制度が新しく

できていると、それをしっかり活用してほしい

ということで周知しました。

この結果ですが、年度末に各所属から自己評

価という形で内部統制の状況について評価をも

らうので、その中で全所属でしっかり取組がさ

れていることを昨年度末時点で確認しています。

ただ、この制度は始まったばかりであり、単

に機械的に使われているからいいというもので

はないと思っています。あくまでも各職員が財

務に関する事務等を行う中で困ったり、抱え込

んだりしないよう、また、所属としてそういう

財務に関する事務を把握していくんだと、そう

いう風通しのよい職場と、あとはそれぞれのお

互いの助け合い、そういったある意味ヒヤリ・

ハットに近いイメージですが、そういう制度と

してしっかり発展させていくのが所管課である

私の課の使命だと思っています。

今年度は、そのためにｅラーニング等を用い

て具体的な事例を紹介し、このためには何が必

要だったのか、もっと根源的な理由として何が

あればよかったんだろうか、そういったことを

各所属の皆さんに考えていただける研修をしっ

かりやりたい。こういう取組をしながら、あわ

せて現場の皆さんからの声を聞き、うまく取り

組んでいる職場もあるので、そういう良い事例

も紹介しながら、しっかり横展開を図っていけ

ればと思っています。

渡辺人事課長 業務マニュアル等の整備の徹底
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についてです。

これについては、特に定期人事異動時におい

て、事務引継書を作成するにあたり引継ぎ後の

事務に遺漏がないよう、事務手順書とか業務フ

ローチャートなどを用いて丁寧な引継ぎを行う

ように、その際に業務マニュアル作成、項目も

出して、こういったものを作ってくれというこ

とで、毎年通知で徹底しています。

それ以外にも、契約事務や物品管理など全庁

に共通する事務等については、庁内のイントラ

ネットにおいて、業務マニュアルや事務処理要

領等を掲載して情報共有を図り、ミスをなくす

ようにしています。

このような取組を通じて、不適切な事務処理

が生じないよう徹底を行っています。

木田委員外議員 ドキュメント整備というのは

極めて重要なことだと思うので、各所属長にそ

の辺の確認作業の徹底を具体的に図っていただ

きたいと思います。県庁のＢＣＰとして、緊急

事態はもちろんですが、平時でも備えるという

ことで、このドキュメント整備はＢＣＰの上で

も極めて重要なドキュメントになると思うので、

しっかり取り組んでいただきたいと思います。

最初は大変面倒な感じがするかもしれません

が、慣れればだんだんドキュメントがブラッシ

ュアップされ、県庁の事務の精度がぐっと上が

っていくことにつながると思うので、よろしく

お願いします。

木付委員長 それでは、本日の質疑等を踏まえ、

全体を通して、委員の方からほかに何か質疑は

ありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

木付委員長 ほかにないようですので、これで

質疑を終了します。

それでは、これをもって総務部関係の審査を

終わります。

執行部はお疲れさまでした。

これより内部協議に入るので、委員の方はお

残りください。

〔総務部、委員外議員退室〕

木付委員長 これより、決算審査報告について、

内部協議に入ります。

さきほどの総務部の審査における質疑等を踏

まえ、決算審査報告書を取りまとめたいと思い

ますが、特に指摘事項や来年度予算へ反映させ

るべき意見・要望事項等がありましたら、お願

いします。

堤委員 今年の９月にデジタル庁ができて、さ

きほどの話でもデジタル関係が令和２年度も非

常に多く、３年度も当然多いですね。特に自治

体のＤＸの推進とか、ＡＩとか、ＲＰＡとか、

いろんなのが出てきますが、そういう中でやは

り大事なことは、企画とも関係しますが、個人

情報をいかに保護していくかということと、情

報の格差、デジタル・ディバイドをいかに解消

していくか、来年度は特に注意していかなけれ

ばと思うので、そこら辺はぜひ検討をよろしく

お願いします。

木付委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

木付委員長 ただいま、委員からいただいた御

意見、御要望及び本日の審査における質疑を踏

まえ、審査報告書案として取りまとめたいと思

います。

詳細については、委員長に御一任いただきた

いと思いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

木付委員長 それでは、そのようにします。

以上で、総務部関係の審査報告書の検討を終

わります。

暫時、休憩します。

午後０時１４分休憩

午後１時００分再開

大友副委員長 休憩前に引き続き、委員会を開

きます。

これより、農林水産部関係の審査を行います。

執行部の説明は、要請した時間の範囲内とな

るよう要点を簡潔・明瞭にお願いします。

それでは、農林水産部長及び関係課室長の説

明を求めます。

佐藤農林水産部長 それでは初めに、お手元の

厚い横長の白の冊子、一般会計及び特別会計決
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算事業別説明書の１７５ページをお開きくださ

い。

令和２年度一般会計歳出決算のうち、農林水

産部関係分について御報告します。

上段、一般会計の一番下、歳出合計欄を御覧

ください。

令和元年度からの繰越しを含めた予算現額は、

左から２列目にあるように、９１９億８，０２

６万５，８９２円となっており、その右側の支

出済額６０８億５，８３２万９，３５７円と、

その右の令和２年度から令和３年度への翌年度

繰越額を差し引いた不用額は、４８億６，１５

１万１，８３５円となっています。

不用額の詳細や特別会計については、各課別

の決算状況とあわせて、後ほど担当課長から御

説明します。

続いて、お手元の令和２年度決算特別委員会

審査報告書に対する措置状況報告書の７ページ

をお開きください。

昨年度の決算特別委員会の審査報告書に対す

る措置状況を御報告します。

まず、農業改良資金の収入未済の解消につい

てです。農業改良資金は、平成２２年度の法律

改正により、貸付機関が日本政策金融公庫に移

管され、県では一般会計において、移管以前の

貸付けに係る債権の管理を行っています。令和

２年度は、滞納の解消に向けて滞納者１２名と

返済方法の協議等を重ねた結果、元金７７万円、

違約金８８万２千円を回収しました。

今後も関係機関と連携しながら督促を行い、

収入未済額の縮減に努めます。

次に、８ページをお開きください。沿岸漁業

改善資金の収入未済の解消についてです。

令和２年度は、滞納解消に向けて滞納者３名

に対し、返済方法の協議等を重ねた結果、元金

４２万８千円、違約金１６万円を回収しました。

さきほどの農業改良資金と同様、今後も関係

機関と連携しながら督促を行い、収入未済額の

縮減に努めます。

次に、１８ページをお開きください。

「ベリーツ」、「うまみだけ」の生産・消費

拡大についてです。

まず、ベリーツについてです。ベリーツはさ

がほのかに比べて、摘果や芽かきなどの作業量

が増加しますが、その分、高値販売が期待でき

る冬期の色づきや収量等がよく、高収益が見込

めます。このため、県では生産者の所得向上に

向けて、生産、販売の両面から対策を実施する

ことで、導入を促進しています。

まず、生産面では、栽培技術研修会やマニュ

アルの作成・配布を行っており、マニュアルに

よる管理を徹底した１５の実証圃では、２月ま

での早期単収が前年比で５１％向上するなど着

実に成果が出てきています。

また、摘果や芽かきなど手間のかかる作業を

外部委託する仕組みづくりにも取り組みます。

販売面では、他品種に比べ出荷時期が早いと

いった強みをいかしつつ、高級店や有名シェフ

との連携によるブランド力の向上や、百貨店等

と連携したギフトアイテムの高価格販売などに

取り組んでおり、今後も単価の向上、生産・消

費拡大を図ります。

次のページを御覧ください。

うまみだけについてです。昨年２月に新ブラ

ンドうまみだけを立ち上げ、初年度は生産者２

２０名、袋詰め業者５０者を確保し、１６．７

トンを生産しました。本年度は生産量３０トン

を目標とし、小規模生産者にも生産管理の方法

などを丁寧に説明し、理解をいただくとともに、

１箱に満たない端物でも出荷できるよう集荷方

法の見直しを図るなど、さらなる生産者の確保

を進めています。

また、本格的な商品流通に向け、オンライン

料理教室や大消費地での販促イベントなどを通

じた認知度向上や、新しい食べ方の普及や機能

性に着目した商品開発のための機器整備等の支

援を行っています。なお、本年７月末で生産量

は約１８トン、販売箇所数も昨年度から７店舗

増加し３１か所となっています。

引き続き、うまみだけのブランド力向上、消

費拡大を図ります。

次に、お手元の令和２年度における主要な施

策の成果各部評価結果一覧表１８ページをお開

きください。主要な施策の成果について、御報
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告します。

農林水産部関係分としては、１８ページから

２２ページにかけ、１０３事業を記載していま

す。

まず、１の評価結果総括表を御覧ください。

成果指標の達成度合いによる評価をまとめて

おり、達成率１００％以上のＡが６４事業、達

成率１００％未満から９０％以上のＢが１３事

業、達成率９０％未満から８０％以上のＣが１

事業、達成率８０％未満のＤが１５事業となっ

ています。

なお、実績のみ掲載となっている１０事業は、

公共事業や施設整備事業などの単年度での成果

の測定が難しい事業です。

次に、事業の今後の方向性を御覧ください。

継続・見直しが７４事業、事業組替が１２事業、

終了が１７事業となっています。

２の個別事業一覧表では、事業ごとの成果指

標の達成率をまとめています。令和２年度は、

成果指標の達成率が８０％未満となり、Ｄ評価

となった事業が１５事業となり、令和元年度の

８事業より増加しています。このうち１２事業

については、コロナ禍においてイベントや説明

会の開催が困難であったことや、外食需要の減

少の影響などを受け、目標を達成できなかった

ものです。

ここからは、お手元の別冊資料により昨年度

重点的に取り組んだ８事業について、御説明し

ます。

別冊、大分県長期総合計画の実施状況につい

て（主要な施策の成果（事務事業評価））（令

和２年度実績）の１６２ページをお開きくださ

い。上から三つ目の９番、肉用牛生産基盤拡大

支援事業です。

この事業は、肉用牛の生産基盤を強化するた

め、繁殖・肥育農家の増頭につながる取組等を

支援するものです。

主な事業内容は、肥育牛の増頭に向けた大分

県畜産公社による肥育牛の素牛預託等に対する

支援や、繁殖雌牛の増頭を行う繁殖農家に対す

る支援です。

右下、事業の成果・今後の方針を御覧くださ

い。事業の中で、増頭推進等の会議や農場指導

を通じて、事業の周知や生産技術指導を行いま

した。また、規模拡大を図る農家がゲノム育種

価評価に基づく産肉能力の高い繁殖雌牛を増頭

する際の経費支援や、畜産公社が行う肥育牛預

託貸付制度の原資を増額し、預託事業の推進を

図った結果、実績は令和元年度から１００頭増

加し、達成率は９７．９％となりました。

引き続き、肉用牛の増頭加速に努めます。

次に、１６６ページをお開きください。一番

上の１９番、資源造成型栽培漁業推進事業です。

この事業は、水産資源を早期に回復させるた

め、放流魚種ごとの資源管理目標を設定すると

ともに、漁獲する魚の体長制限など、漁業者の

自主規制レベルに応じて種苗放流を段階的に支

援するものです。

主な事業内容は、資源回復に向け漁業者自ら

が行う種苗放流に対する上乗せ支援です。

事業の成果・今後の方針です。令和２年度は、

財政的な事情により、東部地域で自主放流数を

減らした地区があったことから上乗せ数は、目

標値５４９万４千尾を下回る４９０万４千尾で

した。しかしながら、漁獲サイズの制限や産卵

期の休漁など、資源管理計画の内容に応じて段

階的に種苗の上乗せ支援を行うことで、水産資

源の早期回復が図られました。また、現在、建

て替え工事中の国東の種苗生産施設は令和４年

度に生産を開始する予定となっています。

引き続き、資源管理の徹底と種苗放流の強化

の一体的な取組により、沿岸地域の活力向上を

支援します。

次に、その下２０番、内水面漁業振興事業で

す。

この事業は、内水面資源の保護・育成及び内

水面漁業の振興を図るため、アユ等の増殖経費

やカワウ食害防止対策への助成等を行うととも

に、内水面漁協が行う水産物の消費拡大の取組

を支援するものです。

主な事業内容は、内水面漁協が行うアユ等の

増殖経費に対して助成する資源維持増大事業や、

カワウの捕獲等に対して助成する食害防止事業

などです。
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事業の成果・今後の方針です。令和２年７月

豪雨による河川の氾濫や護岸及び河床の崩壊等

により、アユ等の流出や生息場の喪失等が生じ

たことで漁獲量は減少しました。このため、成

果指標のアユ漁獲量は、目標値７万６千キログ

ラムを下回る５万９，８２０キログラムでした。

なお、食害防止については、内水面漁協が行う

カワウの捕獲等に対する助成や遮光カゴを用い

たブルーギル等の駆除に対する指導を行ってい

ます。

今後も、アユ等の増殖やカワウ等による食害

防除に取り組み、内水面の資源回復及び振興を

図ります。

次に、１７４ページをお開きください。上か

ら三つ目の１５番、もうかる水田作物産地力強

化対策事業です。

この事業は、消費者や実需者ニーズに応じた

水田作物の生産・供給のため、良食味米及び麦

・大豆新品種の生産対策により、収量・品質の

高位平準化を図るものです。

主な事業内容は、土づくりコンソーシアムを

設置し、堆肥投入システムの一貫体系モデルの

育成を行う地力改善技術普及対策や、特Ａ継続

獲得に向けた生産者と協同した産地のパワーア

ップ対策、実需者ニーズに即した麦・大豆品種

の普及・定着対策などです。

成果指標ですが、米の食味ランキング特Ａ獲

得地区数は、目標値１地区を下回る０地区でし

た。

事業の成果・今後の方針です。特Ａ獲得に向

けては、良食味米展示穂の設置、食味検査の実

施、栽培資料の作成などに取り組みました。特

Ａランキング外となった原因の一つにトビイロ

ウンカの被害があったことから、栽培資料の見

直しなど病害虫防除を徹底するための指導を重

点的に行います。さらに、これまでの取組に加

えて、令和３年度からは温暖化に対応した水稲

新品種なつほのかの導入実証に取り組んでいま

す。

次に、１７５ページをお開きください。上か

ら三つ目の１８番、活力あふれる園芸産地整備

事業です。

この事業は、園芸戦略品目や園芸戦略品目ネ

クスト等のさらなる産出額向上を図るため、水

稲から園芸作物への転換の取組や栽培施設など

の整備に要する経費に対して助成するものです。

主な事業内容は、園芸戦略品目、戦略品目ネ

クスト及び一般園芸品目の振興のための施設整

備等に対する助成などです。

事業の成果・今後の方針です。ピーマンなど

の園芸戦略品目や園芸戦略品目ネクスト等の栽

培施設や生産基盤の整備により、認定農業者や

企業参入等による規模拡大が図られています。

園芸戦略品目の生産拡大面積は、令和元年度の

実績４９．８ヘクタールから７．２ヘクタール

増加しており、確実な生産拡大につながってい

ます。現在、農業総合戦略会議でも議論を進め

ており、白ねぎについては、さきの議会で御承

認いただいた予算も活用し、さらなる生産拡大

に努めます。

次に、１７９ページをお開きください。上か

ら二つ目の２９番、木材消費拡大緊急対策事業

です。

この事業は、県内の住宅需要を喚起し県産材

消費を拡大するため、コロナ対策の交付金を活

用し、県産材を使用した住宅を建築する県民に

対し県産加工家具等の購入に利用できるポイン

トを交付するほか、住宅・オフィス等の改修工

事に要する経費を支援するものです。

主な事業内容は、県産材を一定量以上使用し

て住宅を新築する方に対する支援や、住宅や店

舗等の改修工事に県産材を使用する取組に対し

支援を行うものです。

事業の成果・今後の方針です。ポイントと交

換できる家具や農林水産物を充実させたことで、

新築住宅１棟当たりの県産材利用量が増加し、

目標値を上回る５，１６７立方メートルの地域

材利用につながりました。

令和３年度も引き続き、住宅の新築等に対す

る支援を実施し、地域材利用の増加を図ります。

次に、１８０ページをお開きください。上か

ら二つ目の３２番、農林水産物輸出需要開拓事

業です。

この事業は、成長する海外需要を取り込み、
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農林水産業者の所得向上を図るため、ブランド

おおいた輸出促進協議会を核とした輸出拡大の

取組を支援するものです。

主な事業内容は、輸出拡大・定着に向けた商

談会やフェアへの出展、牛肉輸出で求められる

動物福祉対応への支援などです。

事業の成果・今後の方針です。コロナ禍での

現地外食需要の減少により、養殖ブリや養殖ク

ロマグロ等の輸出が低調だったものの、米国向

け牛肉や中国向け丸太・製材等の取引量が拡大

した結果、輸出額は目標値には至りませんでし

たが、過去最高の２８億９千万円となりました。

今後は、輸出先国のコロナ禍の状況に応じた

商流の回復、さらには相手国や輸出品目の拡大

等の新規販路開拓対策に加え、国の実行戦略も

踏まえ相手国のニーズに対応した産地づくりに

取り組んでいきます。

次に、１８６ページをお開きください。一番

上の７番、新規就農者負担軽減対策事業です。

この事業は、新規就農者の確保・育成を加速

するため、就農初期の負担軽減及びセーフティ

ネットの構築に取り組むものです。

主な事業内容は、国の収入保険制度の対象と

ならない就農１年目から２年目の方の所得を補

 するため、県独自の収入補 制度の創設や、

就農時に必要な常用設備の整備補助、移住就農

者の産前産後における農作業のサポート支援で

す。

成果指標ですが、県外からの新規就農者数は、

目標値を上回る８０人でした。

事業の成果・今後の方針です。県内市町への

制度説明会の開催や、県のホームページやチラ

シ等での広報を効果的に行った結果、４３経営

体が就農時に必要となる常用設備の整備補助制

度を活用しました。

引き続き、各市町と協力し、県内外の就農相

談会やホームページ等で県独自の取組を広くア

ピールし、県外からの新規就農者の確保を進め

ていきます。

続いて、令和２年度行政監査・包括外部監査

の結果について御説明します。

お手元の令和２年度行政監査・包括外部監査

の結果の概要の１ページをお開きください。ま

ず、行政監査についてです。

当部の関係では３件の御指摘をいただきまし

た。このうち、改善事項１件について、御説明

します。４ページの一番下の欄を御覧ください。

これは、不用機器に係る遊休物品登録や管理換

え等による有効活用について御指摘をいただい

たものです。これを受け、不用機器は漏れなく

遊休物品登録を行うとともに、他所属に管理換

え等の希望を募るなどの改善を行っています。

また、使用不能な機器については、用度管財課

等関係機関と協議し、適切に売却又は棄却を行

うよう努めます。

次に、包括外部監査についてです。２６ペー

ジをお開きください。

当部の関係では、不備４件、改善７件、勧奨

９件の御指摘をいただきました。一部の事務で、

実績報告書や証拠資料等の取扱いが、要綱等と

乖離しているとの御指摘をいただきました。こ

れらについては、既に見直し済であり、今後こ

のようなことが生じないよう、適切に処理を行

うよう確認を徹底します。

引き続き、各種の決算状況について、担当課

長から御説明します。

井迫農林水産企画課長 令和２年度の決算の状

況について、お手元の決算附属調書と一般会計

及び特別会計決算事業別説明書により御説明し

ます。

まず、決算附属調書の６ページをお開きくだ

さい。農林水産部関係の決算状況を一括して御

説明します。

歳入決算額の予算に対する増減額です。左に

ある科目欄の一番下、農林水産業費国庫補助金

の減１３８億９９５万５，２４１円です。これ

は、増減理由欄の上から３番目、減収となった

もののうち、７ページの一番上、産地生産基盤

パワーアップ事業費補助金など、国の補正予算

関連事業の繰越しに伴い、令和２年度の国庫補

助金が減収になったことなどによるものです。

次に、１４ページをお開きください。一番上、

貸付金元利収入のうち、農林水産部関係の主な

ものは、減収となったもののうち、上から２番
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目、木材業経営安定資金貸付金分１億９，６６

５万９，７２７円をはじめ、貸付実績が見込み

を下回ったこと等によるものです。

続いて、２２ページをお開きください。不用

額です。科目欄の農業費のうち、上から２番目

の農業振興費２億８，９４４万７，７９０円に

ついては、県単資金の低利子貸付けなどを行う

農業金融対策事業費の貸付金が見込みを下回っ

たことなどによるものです。

畜産業費のうち、上から２番目の畜産振興費

１億３，３９２万９，６８５円は、畜産クラス

ター計画に基づく畜舎等の整備を支援する酪農

基盤対策事業費の補助金が見込みを下回ったこ

となどによるものです。

林業費のうち、上から２番目の林業振興指導

費６億６，２７１万２，８２４円については、

木材産業経営安定推進事業費の貸付実績等が見

込みを下回ったことなどによるものです。

続いて、２８ページをお開きください。収入

未済額です。科目欄の下から２番目、貸付金元

利収入のうち、課名欄下から２番目の団体指導

・金融課１，６２９万５，６３５円、また、次

の２９ページの科目欄の違約金及び延納利息に

ある団体指導・金融課５，１６４万５，４１４

円は、いずれも農業改良資金の貸付先の経営不

振等によるものです。

収入未済額等については、今後とも、関係機

関と連携しながら督促を行い、その縮減に努め

ます。

続いて、５１ページをお開きください。特別

会計に関する決算状況を御説明します。

まず、歳入決算額の予算に対する増減額です。

科目欄の一番下、括弧書きの県営林事業特別会

計のうち、不動産売払収入の増１，９３０万１，

９３８円については、次の５２ページです。こ

れは、前年度の実績などから見込んでいた間伐

材の量が、年明けからの木材需要の高まりなど

を受け想定を上回り、売払収入が見込みを上回

ったことによるものです。

次に、５３ページをお開きください。不用額

です。科目欄の一番下、括弧書きの林業・木材

産業改善資金特別会計のうち、林業・木材産業

改善資金６億５，８４５万円６千円、また、次

の５４ページの一番上、括弧書きの沿岸漁業改

善資金特別会計のうち、沿岸漁業改善資金４億

７，１６１万４千円は、いずれも貸付実績が見

込みを下回ったことによるものです。この不用

額は翌年度に繰越しして、貸付金等の財源とし

ています。

同じく、５４ページの科目欄の中段、括弧書

きの県営林事業特別会計の県営林事業費伐採事

業費１，２３２万５，４６１円については、県

と分収契約を交わしている土地所有者の名義変

更が完了するまで、分収交付金の支払を留保し

たことなどにより、見込みを下回ったものです。

次に、５５ページをお開きください。収入未

済額です。科目欄の下から２番目、括弧書きの

林業・木材産業改善資金特別会計の貸付勘定の

貸付金元利収入１４６万２千円、その下業務勘

定の雑入８１１万６，０７４円、また、その下、

括弧書きの沿岸漁業改善資金特別会計の貸付勘

定の貸付金元利収入１，３７７万２千円、その

下業務勘定のうち雑入３８９万円は、いずれも

資金借受者の経営不振や破産等によるものです。

以上、農林水産部関係の決算状況です。

続いて、決算事業別説明書により歳出関係の

主な事業について、関係課から御説明します。

まず、農林水産企画課関係について御説明し

ます。

決算事業別説明書の１７８ページをお開きく

ださい。第２目農業振興費のうち、上段事業説

明欄の２番目、県産農水産物学校給食提供事業

費３億７，０５３万８千円です。

これは、外食需要が減少した県産農水産物の

消費を拡大するため、希望する県内小中学校等

の学校給食に県産農水産物を提供するとともに、

食育を通じた児童・生徒の農林水産業への理解

醸成に取り組んだものです。

安藤団体指導・金融課長 団体指導・金融課関

係について御説明します。

１８３ページをお開きください。林業・木材

産業改善資金特別会計のうち、下段木材産業等

高度化推進資金貸付金３億４００万円です。

これは、木材の生産や流通を担う事業者の事
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業合理化に向け、経営改善等に必要な短期運転

資金を低利で貸し付けるため、必要な資金を融

資機関に預託したものです。

吉止地域農業振興課長 地域農業振興課関係に

ついて御説明します。

１８８ページをお開きください。第２目農業

振興費のうち、一番上、環境に配慮した農業定

着化推進事業費２，２０２万１，９４０円です。

これは、環境に配慮した農業生産を推進する

ため、地球温暖化防止及び生物多様性保全効果

が高い営農活動や、化学肥料及び化学合成農薬

の使用低減に取り組む農業者団体に、交付金を

交付したものです。

藤原新規就業・経営体支援課長 新規就業・経

営体支援課関係について御説明します。

１９４ページをお開きください。第２目農業

振興費のうち、上から２番目、ＵＩＪターン就

農者拡大対策事業費２，１７４万６，４７０円

です。

これは、本県への移住就農を促進するため、

各種媒体により情報を発信するとともに、県内

外において対面やオンラインによる就農相談会

や農業紹介ツアー等を実施したものです。

渕野審議監兼水田畑地化・集落営農課長 農地

活用・集落営農課関係について御説明します。

１９９ページをお開きください。下段第２目

農業振興費、集落営農構造改革対策事業費４，

２６８万５，９４４円です。

これは、担い手不在集落を広域エリアで総合

的にサポートするため、地域農業経営サポート

機構の設立や運営に要する経費を助成するとと

もに、集落営農法人の経営力強化に向けた法人

の再編を支援したものです。

上田おおいたブランド推進課長 おおいたブラ

ンド推進課関係について御説明します。

２０３ページをお開きください。第２目農業

振興費のうち、上から２番目、食品企業連携産

地拡大推進事業費２億１，９９３万９，９７５

円です。

これは、農商工連携による農林水産物の付加

価値向上を図るため、県産原料を利用する食品

企業等の加工施設整備を助成するなど、産地と

県内外の食品企業が連携した取組を支援したも

のです。

牛島園芸振興課長 園芸振興課関係について御

説明します。

２０４ページをお開きください。第９目園芸

振興費のうち、上から２番目、大規模園芸産地

形成促進事業費１，６６１万３，９０２円です。

これは、園芸品目の振興と水田農業の構造改

革を加速し、大規模園芸産地を育成するため、

市町村が策定する園芸団地づくり計画に基づき、

園芸品目の導入実証や大規模転換のための種苗、

肥料代等の生産費支援、弾丸暗渠や明渠といっ

た排水対策支援を行ったものです。

梅木畜産振興課長 畜産振興課関係について御

説明します。

２０８ページをお開きください。第２目畜産

振興費のうち、一番上、肉用牛新規参入促進特

別対策事業費１，２０３万２，５６０円です。

これは、肉用牛繁殖経営への新規就業を促進

するため、畜産インターンシップの実施や２０

頭規模以上の飼養計画を有する新規参入者が行

う施設や繁殖牛の整備等を支援したものです。

黒垣農村整備計画課長 農村整備計画課関係に

ついて御説明します。

２１４ページをお開きください。第３目土地

改良費の下から２番目、農業農村多面的機能支

払事業費１０億２，２２２万８，１７９円です。

これは、令和２年度に６６６組織、２万４，

１３３ヘクタールで行われた農地や農業用施設

を保全する活動等に対して、竹田市ほか１５市

町に農業農村多面的機能支払交付金を交付した

ものです。

安東農村基盤整備課長 農村基盤整備課関係に

ついて御説明します。

２１８ページをお開きください。第４目農地

防災事業費のうち、上から３番目、危険ため池

緊急整備事業費１９億２，２２５万１，４３５

円です。

これは、防災重点農業用ため池の決壊を未然

に防止し、下流域の人命、家屋等を守るため、

一ツ石溜池外６１地区で、ため池改修工事や廃

止工事を実施したものです。
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吉川林務管理課長 林務管理課関係について御

説明します。

２２１ページをお開きください。第２目林業

振興指導費のうち、上から５番目、市町村森林

管理体制整備支援事業費３億５，６３２万９千

円です。

これは、森林経営管理制度の円滑な実施を図

るため、市町村が行う森林調査や森林整備等に

必要な森林資源情報の精度を、航空レーザー測

量等により高めるとともに、市町村職員の研修

などによる人材育成を行い、市町村の事業実施

体制の構築を支援したものです。

中野審議監兼森林保全課長 森林保全課関係に

ついて御説明します。

２２６ページをお開きください。下段の第２

目林業振興指導費のうち、一番上、災害に強い

森林づくり推進事業費６，０４４万３００円で

す。

これは、河川沿いや尾根・急傾斜地からの流

木による被害を未然に防ぐため、伐採等により

人工林を広葉樹林化する取組に対し支援したも

のです。

高野漁業管理課長 漁業管理課関係について御

説明します。

２３６ページをお開きください。第２目水産

振興費のうち、下から２番目、養殖マグロ成長

産業化推進事業費３，５２９万５，３７４円で

す。

これは、養殖マグロの振興を図るため、赤潮

被害を軽減する深層型生け簀を活用した養殖手

法について実証するとともに、カキの水質浄化

能力を用いた赤潮被害対策の検証を行ったもの

です。

大屋水産振興課長 水産振興課関係について御

説明します。

２４１ページをお開きください。第２目水産

振興費のうち、一番下、種苗生産施設整備事業

費１億５８４万４，２００円です。

これは、放流用種苗生産施設の生産性向上を

図るため、老朽化した種苗施設の建て替えに係

る調査、実施設計を行ったものです。

広津留漁港漁村整備課長 漁港漁村整備課関係

について御説明します。

２４３ページをお開きください。第７目漁港

建設費のうち、一番上、水産流通基盤整備事業

費５億９，６７３万１千円です。

これは、漁港施設の流通基盤の強化、さらに

防災拠点漁港としての防災機能強化のため、佐

賀関漁港において防波堤の延伸工事などを実施

したものです。

大友副委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。

執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手

し、私から指名を受けた後、自席で起立の上、

マイクを使用し、簡潔・明瞭に答弁願います。

事前通告が７名の委員から出されているので、

まず事前通告のあった委員の質疑から始めます。

堤委員 まず、農政全般について、今年３月１

２日公表の令和元年度農業産出額の減少に対し

て大分県農業非常事態宣言を発出し、危機脱出

行動として産地拡大対策、生産指導、販売対策、

組織体制等を打ち出しているが、現状の進捗状

況はどうなのか。また、現在の課題についてど

う認識していますか。

次に、主要な施策の成果１８５ページ、企業

等農業参入推進事業について、昨年度の企業参

入は２０社で累計３１７社、雇用者も３，４２

８人となっています。中には撤退休止もあるが、

コロナ禍で経営が大変になる事業者も出てくる

可能性もあります。営農指導や経営指導などを

行っていると思いますが、現状はどのようにな

っていますか。

次に、事業別説明書１８８ページ、大分農業

文化公園等管理運営事業費について、指定管理

者として１億３，２４０万６千円で委託してい

ます。最近ではマリンカルチャーセンターのよ

うに廃止する施設も出ているが、当施設の経営

状況と入場者数の推移はどうなっていますか。

最後に、事業別説明書２２８ページ、保安林

整備管理事業費について、林地開発許可の塚原

地区メガソーラー関係訴訟での支出ですが、林

地開発の審査にかける前にパブリックコメント

を募集しています。ほぼ全てが自然破壊になる

と、建設中止を求める意見でしたが、この声を
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無視するかのような開発許可が出されました。

この声がどう開発許可に反映されたのか。また、

県として今後、広域で景観対策の策定をするこ

とになっていますが、この林地開発許可との関

係はどうなりますか。

井迫農林水産企画課長 非常事態宣言において

打ち出している危機脱出行動についてですが、

産地拡大対策、生産指導、販売対策、組織体制

をあげており、農業総合戦略会議で実行に向け

ての具体的な議論を進めています。

戦略会議では、課題解決の鍵は現場にあると

いう原点に立ち返り、本県農業のあるべき姿に

ついて、農協の営農指導員や県の普及指導員等

が現場での聞き取り調査などを実施しています。

そこで得られた生産者の声を踏まえながら、農

協の事業や県の施策の反省を含め、活発な意見

交換を行い、８月に中間取りまとめを行いまし

た。

その方向性としては、結果としても非常事態

宣言で掲げた危機脱出行動とも軌を一にするも

のとなり、具体的な実行策を定めるため、１０

月中に最終取りまとめの議論を進めています。

なお、県としては議論と並行して進められる

取組については積極的に推進しており、ねぎ産

出額１００億円を達成するための事業の拡充や

農地集積推進班の設置など、組織改革などを実

施してきました。

また、最終的には産出額の減少と担い手の減

少等による危機をいかにして脱するかというこ

とに尽きますが、現在の課題は、中間取りまと

めの論点としてあげているように、関係者の役

割分担や取組内容の具体化、明確化であると認

識しています。

藤原新規就業・経営体支援課長 コロナ禍にお

ける農業参入企業の状況についてです。

令和２年度の産出額実績を把握している１８

１社のうち、対前年度比で１割以上産出額が減

少した企業は５０社となっています。一方で、

１割以上増加した企業は８０社で、順調に業績

を伸ばしている企業の方が多い状況となってい

ます。売上げが減少した企業のうち、コロナ禍

の影響によるものは、外食向け葉物野菜や花き

などの一部の企業であり、その影響は限定的と

考えています。

それから、各振興局が中心となって参入企業

へのフォローアップに取り組んでおり、プロジ

ェクトチームを組織し、重点支援を行っていま

す。また、幅広い人脈を持ち、農業経営マネジ

メントに精通したカウンセラーの派遣や、新た

な薬剤散布による実証圃調査、フォローアップ

セミナーの開催などに取り組んでいます。加え

て、県や国のコロナ関連支援策の情報を各企業

に適宜提供しています。

吉止地域農業振興課長 大分農業文化公園の経

営状況と入場者数の推移についてです。

指定管理者の公益社団法人大分県農業農村振

興公社における公園・研修館部門の当期正味財

産増減額は、令和２年度までの直近１０年間連

続して黒字が継続しており、その平均額は約２

００万円です。

入場者数については、入場料を無料化した平

成１７年度以降、２３万人から３２万人台で推

移しており、平均は２６万８千人となっていま

す。なお、近年では指定管理者によるネモフィ

ラやコキアの花企画が人気を博し、見頃を迎え

た月には過去最高や開園年に次ぐ入場者数を記

録しており、コロナ禍ではあるものの入場者数

は増加傾向にあると捉えています。

中野審議監兼森林保全課長 塚原地区のメガソ

ーラー関係での林地開発許可について、パブリ

ックコメントをどう許可に反映したのかについ

てです。県民意見の募集は、本県開発許可申請

に対する県民の関心が高いことから、広く県民

意見を募集し、県民からの意見と県の考え方を

整理した上で、大分県森林審議会に提供する目

的で行ったものであり、賛否を問うものではあ

りません。

しかしながら、県民の皆さんからいただいた

貴重な意見に対しては、県の考え方を付してホ

ームページに公開するとともに、森林審議会に

審議の参考資料として提供し、許可要件を満た

しているか慎重に審議いただきました。審議会

は異例の２日間に及ぶ審議を行い、許可要件を

満たすと認めた上で、事業者等への附帯意見を
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付して答申を出しました。

県はこの答申を受けて、森林法の規定に基づ

き許可しましたが、地域の理解は重要であると

の考えから、特例として事業者の納得を得て、

今後も地域住民との合意形成に努めることなど

５項目の附帯意見を付しました。県としては、

今後の開発行為が適正になされるよう、由布市

と協力して引き続き監視します。

続いて、景観対策の計画策定における林地開

発許可との関係についてです。景観計画につい

ては県の基本方針や市町村、県民、事業者の役

割を定め、関係市町村との仕組みづくりなど来

年度中に策定すると聞いています。林地開発許

可としては、今後、関係部局と情報を共有しな

がら景観に関しても可能な限り適切に対応しま

す。

堤委員 今月に産出額のまとめをすると。その

中で、どういう形で産出額を増やしていくかと

いう一番大きな眼目があれば教えてください。

もう一つ、企業参入の関係では１割で５０社

という状況でした。これはやっぱり大きいと思

うんですね。せっかく出てきたのになかなか売

上げが伸びないと。コロナの影響等はあるんで

しょうけれども、特にそういう事業者に対する

支援策、経営指導もそうなんでしょうが、特別

に何らかの手立てをしているものがあれば教え

てください。

それと、林地開発の関係で２日間審議をした

のは初めてなんだろうね。塚原のパブリックコ

メントをしたという点では非常に大きなインパ

クトがある中身ですが、ただ、それをさきほど

簡単に答弁されたみたいだけれども、２日間審

議をして、こういう意見があったというのを出

したと。５項目にまとめたと言ってましたが、

９割以上が景観破壊だという意見なんだよね。

だから、具体的にどういう形で反映したのかを

再度伺います。

井迫農林水産企画課長 最終取りまとめに向け

て、産出額の増大を図る上での主要な品目につ

いてお答えします。

現在の議論の中では、中間取りまとめに基づ

きますが、方向性として生産者、農業団体、市

町村、県が一致団結して取り組むべき推進品目

を再定義することをうたっているので、これら

は今後、振興策の枠組みを含めて議論がされる

ものであり、現時点をもってこれらの品目だと

は申し上げ難いところです。今後、地域を中心

にいかなる品目で頑張っていくのかが具体化さ

れていきます。

ただ一方で、さきほどの答弁でも申したとお

り、白ねぎなど既に一定程度推進品目としてコ

ンセンサスを得られている部分があるので、こ

の中間取りまとめでうたっている短期集中的な

支援の対象としては、白ねぎを含めマーケット

インの観点からも市場で競争力が発揮できる品

目になると見込んでいます。

藤原新規就業・経営体支援課長 コロナによる

農業参入企業への特別な対応について、例とし

て２点御報告します。

１点目は、資金不足があるのでコロナ関連施

策などを情報提供し、振興局と企業で検討して

セーフティネット資金などに対応し、運転資金

の確保に努めました。

それから企業の状況をよく確認して、機械を

入れることで人件費などの節約につながるもの

は、機械の導入に対して支援をしました。

中野審議監兼森林保全課長 附帯意見等への反

映の状況です。

まず、塚原地区についてパブリックコメント

等の多くの意見は、やはり塚原の自然景観は非

常に大事ではないかといった声でした。

そこも踏まえて、県としても自然景観は非常

に大事であることは認識しており、高速道路か

らの景観をシミュレーションするとか、環境保

全に対して慎重に計画案を吟味した上で、事業

者に開発地周辺の修景植栽の改善を指導しまし

た。これにより、景観に対して最大限の配慮が

なされたと考えています。そういったことを踏

まえて許可を出すに至っています。

吉村委員 ２点お伺いします。

両方コロナ関連の事業で、かつ本年度も継続

されているので伺います。

まず１点目、主要な施策の成果１７３ページ

の県産農水産物学校給食提供事業についてです。
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農林水産業の皆さんが非常に大変な中で、学校

に４トン提供したとありました。その後の食育

の部分で実際どういった成果があったのか、食

育関連にどの程度予算を使ったのか、分かれば

あわせて教えてください。

２点目が、同じく１７９ページの木材消費拡

大緊急対策事業です。これは、利用量に関して

は非常に増えたと記載しているが、実際の棟数

は６０棟ほど足りていないのが現状であり、狭

く深い施策になったと思います。実際、どのよ

うな周知をしているのかお伺いします。

井迫農林水産企画課長 県産農水産物学校給食

提供事業についてです。

本事業では、学校への食材の提供とともに食

育を通じた児童生徒の農林水産業への理解醸成

に取り組んでいます。今年度の１学期実施分に

ついては、新型コロナウイルスの影響に配慮し

て、学校からの要望に応じて感染症対策を講じ

た上で、生産者及び県職員の派遣による出前食

育授業などを実施しました。また、出前食育授

業を行わなかった学校でも、県が本事業用に作

成配布した食育用の資料を活用するなどして、

学校の先生による食育授業や給食時間内の校内

放送、給食だよりなどの様々な方法で食育活動

が実施されました。

食育活動の成果として、生徒、児童の反応を

見ると繁殖や肥育といった農業の仕事の違いが

分かった、あるいは牛に興味が出てきた、これ

から感謝して食べたいと思うといった学びに関

する反応や、初めて食べた、感動したといった

感想、また、コロナに負けず農家の方に頑張っ

ていただきたいといった応援など、様々な反響

を得ました。

生徒、児童に生産者のやりがいや苦労、農林

水産業の大切さと本県の産品について知っても

らう大変良い機会になったと考えています。ま

た、食育関連の予算については現在資料がない

ので、別の機会に情報を御提供します。

高村林産振興室長 木材消費拡大緊急対策事業

についてです。

本事業は、令和２年度事業については８月か

ら開始して、１００社の工務店から２９０棟の

申請がありました。目標とする棟数には届かな

かったものの、地域材の利用料は５，１６７立

方メートルで、目標の３，５００立方メートル

を上回りました。

本年度事業については、支援対象に切れ間の

ないように４月１日から開始しており、事業執

行にあたっては、補助金申請事務を行う工務店

の事業推進費も予算化して、工務店にも事業周

知をお願いしています。また、年度当初から事

業を紹介するチラシを作成し、建築士会、住宅

ローンを扱う銀行等に配布するとともに、新聞

広告や市町村広報紙等への掲載、県及び県木材

協同組合連合会のホームページ等で紹介を行い

ました。９月末現在の事業進捗状況は、新築住

宅２８９棟に１億３，５０４万ポイントを交付

しており、進捗率は約６０％となっています。

また、今年度新たに申請した工務店は４７社

増加しました。また、建築市町村も姫島村を除

く県内１７市町まで広がっています。その結果、

木造在来軸組工法による８月までの県内住宅着

工戸数は２，１２５戸と前年比１０８％となっ

ています。

今後とも、木材需要の多くを担う木造住宅の

地域材利用の促進に努めます。

吉村委員 学校給食に関しては、若い子たちが

農林水産業に興味を持つ大きなきっかけとなっ

ていくのかなと感じました。ぜひ、今年度残り

も引き続きお願いします。

木材に関しては、１点気になるのが私の周辺

ではなかなかこの事業を活用されていないのが

実感です。地域でリフォーム等をされている方

にそれとなく聞いてみると、知らないといった

声だったり、工務店からの案内もないという声

も耳にしています。工務店関係に加えて、消費

者の私たちに向けても大きな周知は必要だと感

じるので、残りの期間多くの方が使えるように、

また、興味を持てるように周知いただければと

思います。

守永委員 決算事業別説明書１８１ページと主

要な施策の成果１８４ページ、農林水産業保険

普及推進事業についてです。

農林水産業者の経営安定化を図る公的保険の
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制度の加入促進を図るための事業ですが、２０

１８年から２０２０年まで取り組み、国の事業

に引き継ぐと書かれているが、国に引き継がれ

るとしても、大分県下の農林水産業者の経営安

定化のために国とともに取り組まなければなら

ない課題でもあるわけですが、この３年間の取

組の中で、達成率７１．７％にとどまった要因

についてどのように分析したのか、また、解決

策について何か考えがあれば教えてください。

安藤団体指導・金融課長 まず、達成率が７１．

７％にとどまっている要因ですが、本事業では

事業主体の大分県農業共済組合と連携し、制度

推進のパンフレットを作成、配布するほか説明

会の開催や戸別訪問を行い、収入保険の加入促

進に取り組んできました。しかしながら、新型

コロナウイルス感染症の影響により大人数が集

まる説明会が開催できなかった、戸別訪問も豪

雨災害やトビイロウンカの被害への対応で十分

に行えなかった、複数品目を生産している場合、

収入が平準化されて保険金がもらいにくいと感

じることがあるなどが、達成率がとどまった要

因と考えています。

これに対する解決策として、比較的小規模の

生産部会の役員や部会員との説明会、振興局が

農業者を集める際に収入保険等についても説明

を行う等の対応を取っています。また、一般の

加入時期の１月の前の１０月から１２月を新規

推進月間としていますが、昨年の反省を踏まえ

て、年度当初から戸別訪問を実施して推進活動

を行っています。また、国も掛金の安いタイプ

や初年度加入では野菜価格安定制度との併用を

認めるなどの改正を行っており、入っていてよ

かったという加入者の声とともに、収入保険の

みではなく農業共済制度全般の仕組みとメリッ

トを丁寧に農業者に対し説明していきます。

守永委員 コロナで集まりにくかったというの

は事業を推進する上では一番の大きな課題だっ

たと感じるし、なかなか情報が伝わらない部分

もあったと思います。

ただ、この収入保険そのものは結構年数がた

ったもので、コロナの前から制度がある状況の

中で、やはり加入する上で他の所得補償関係の

制度と重複することも農業者から話を聞いてい

ます。他の生産原課とそういった課題について

議論をしたことがあれば、その状況なり何らか

の対応策等を考えているのか、その辺の状況を

教えてください。

安藤団体指導・金融課長 確かに野菜価格安定

制度については価格の低下、野菜の共済等につ

いては収量の低下、それぞれに特徴がある制度

がありますが、国も含めて収入保険が価格の低

下、収量の変化、それを含めて収入という観点

から保険金が下りる制度となっているので、こ

れを中心に推進していくように各関係機関と話

をしています。

守永委員 さきほどの説明でも、この保険に入

っていて助けられたという話がありましたが、

そういう事例を紹介しながら、ただ、どうして

も規模が大きくなるほど掛金そのものが高く感

じてしまうといった制度になっているので、そ

の辺、掛金そのものは安定運営を考えれば仕方

がない部分ではありますが、それも含めた上で

農家の理解を得る努力を、現場の方々と一緒に

取り組んでいただければと思います。

羽野委員 私からは２点お尋ねします。

まず１点目は、主要な施策の成果１９０ペー

ジ、農福連携推進事業についてです。９人が農

福連携に取り組んだと記載しているが、具体的

な業種、経営品目と作業内容、それから何人が

就労したのか、振興局と市町村、農協でという

ことなので、どういった地域でどのような作業

を行ったのか伺います。また、農福連携に取り

組んだ結果、今年度も継続して、取組を連携し

ていくことにつながる成果になっているのかお

尋ねします。

２点目は、森林環境譲与税に関連して、令和

２年度における森林環境譲与税の譲与額とその

使途について、どのような内容になっているか

お尋ねします。

藤原新規就業・経営体支援課長 農福連携推進

事業についてです。

農業者、障がい者、双方にメリットがある関

係の成立を促すため、研修の実施や新たに農福

連携に取り組む農家への支援などによって、農
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業分野では九つの経営体が農福連携に取り組ん

だところです。具体的な作業としては、ピーマ

ンや白ねぎ、露地野菜などの収穫作業、かんし

ょの弦切りや選別作業、なしの剪定の補助、県

南で栽培されているサンクイーンの袋がけ、白

ねぎの雑草取りなどを行っています。

それから、１日１か所当たり３人から１１人

の障がい者が作業を行い、佐伯、臼杵、日田、

由布、豊後大野などの各地域で実施しました。

期間としては６月から９月、あるいは７月から

ずっと通年など、各繁忙期に行われたケースや、

現在でも引き続き実施している経営体もありま

す。

これら農福連携によって、農業経営の発展と

地域共生社会の実現に向けて、ＪＡやおおいた

共同受注センターなどの関係機関や市町村との

連携を密にして、農福連携を今後一層推進して

いきます。

吉川林務管理課長 森林環境譲与税についてお

答えします。

令和２年度の大分県への譲与税の配分額は１

億３，６８５万６千円です。県の譲与税の使途

は大きく三つあり、一つ目が市町村の森林経営

管理業務への支援、二つ目が森林整備に関わる

担い手の確保・育成、三つ目が木材利用の普及

促進と位置付けています。

市町村には林業技術者が少なく、森林環境譲

与税の有効活用を進めるためにも、一つ目の市

町村への支援は非常に重要であると考えており、

県の譲与税の決算のうち３分の２を充てている

状況です。具体的には、譲与税を活用して森林

情報のデジタル化、精緻化を行うとともに、市

町村の譲与税の使途の基準となるガイドライン

の作成、市町村の人材育成に向けた研修の開催、

あわせて県の普及員と関係団体が連携したプッ

シュ型支援を実施しています。

羽野委員 農福連携については、できれば県下

全域に広がってほしいですが、経営品目が違う

ので、当然、産地ごとで作業内容も変わってく

るし、向いているか向いていないかという問題

もあります。ただ、草取りあたりは全県下で共

通してできると思うので、できればそういった

情報は、全県下で共有すべきと思いますが、共

有されているのかお尋ねします。

それから譲与税については、令和２年度につ

いては基金積立てはされているのか。されてい

ればいくらなのか、教えてください。

藤原新規就業・経営体支援課長 この事業の推

進方法ですが、県下６振興局を通じて各市町村、

農家に推進しており、昨年度の実績はそういう

所でしたが、ほぼ全県下でやっていただいてい

ます。

吉川林務管理課長 令和２年度の基金積立てで

すが、およそ２，５００万円です。

羽野委員 できれば、今の農福連携の実施状況

を一覧表か何かでいただければと思います。

それから、森林環境譲与税についても、決算

状況の一覧を決算額を含めて提示いただければ

と思うので、委員長よろしくお願いします。

大友副委員長 ただいま羽野委員から資料提出

の要求がありました。

お諮りします。ただいまの資料を委員会とし

て要求することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

大友副委員長 御異議がないので、ただいまの

資料を要求することに決定します。

二ノ宮委員 ３点について簡潔に質問します。

全て主要な施策の成果からです。

１点目は１６４ページ、第１２回全国和牛能

力共進会対策事業です。これは驚いたんですけ

ど、出荷目標１００頭に対して実績５６頭で評

価Ｄとなっています。令和４年に鹿児島で全国

和牛能力共進会が開催されますが、この鹿児島

大会での成績が今後の大分県の畜産へ与える影

響は大変大きいと思っています。こういう状況

で本当に大丈夫かと心配しています。以後、ど

のような取組を考えているのかお聞きします。

２点目は１７２ページ、しいたけ消費拡大推

進事業です。さきほど少し説明があったんです

けど、２２０人の生産者、年間１６．７トンの

生産で評価Ａとなっています。これは、県内し

いたけの生産量の約何％になるのか。それと、

二つ目がうまみだけの平均価格、一般のしいた

けの平均価格に対してどういう状況なのか。そ
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れから、消費者の評価をどのように取って、ど

ういう分析をしているのか。また、栽培農家が

分別などで大変苦労していますが、その対策に

ついて。そして、どうしてもしいたけを拡大し

ていただきたいという思いは強いんですけど、

こういう方法で消費者拡大につながるのかお聞

きします。

それから、３点目が１９６ページ、国土調査

事業です。県内の進捗率が６３．５％と大変低

いのに驚きました。さらに驚いたのは、全国が

５１．９％で、こんなに進んでいないのかと思

いました。個人の権利行使や公共事業時などで

地籍図というのは本当に必要不可欠だと思って

います。調査が進まない大きな要因を、どのよ

うに捉えているのか。また、公共事業などでの

未調査地域で問題点はないのか。それともう１

点は、由布市挾間町は２０年ぐらい前に終わっ

ており、３０年も前に終了した地域もあると聞

いていますが、当時の測量精度で問題ないのか、

その対策についてお聞きします。

本田畜産技術室長 全国和牛能力共進会につい

てお答えします。

来年に迫った鹿児島大会に向けては、新たに

おいしさの指標が審査基準に導入されたことか

ら、県の推進協議会では平成３０年度から、お

いしさの指標とされるオレイン酸能力の高い種

雄牛、雌牛をあらかじめ選抜し、出品候補牛を

計画的に生産する取組を開始しました。具体的

には、県内全ての繁殖雌牛約１万４千頭のうち

産肉能力を事前に評価し、妊娠状況等を把握し

た上で、脂肪交雑、枝肉重量、それに加えてオ

レイン酸生成能力の育種価を選抜に加えました。

こういった取組をした結果、繁殖雌牛１７９

頭を選抜しました。それから３頭の種雄牛を指

定交配し、人工授精の結果５６頭が生産されま

した。この牛については本年４月に既に肥育農

家に引き渡され、飼育されていますが、今申し

たように、より選抜を高めて能力の高い牛を計

画的に生産した結果、出品候補牛の頭数が減少

しました。

肥育については、来年１０月の出荷まで約１

年残っているので、これについては各地区での

指導班の取組、超音波診断技術を活用した発育

状況の管理、畜産研究部で行っているオレイン

酸を高める飼料給与の試験結果などを活用しな

がら、来年８月の最終予選での選抜に結び付け

たいと思います。加えて、種牛区については前

回日本一ということで、今回も上位入賞を目指

して、本年９月に由布市、豊肥地区、玖珠郡で、

育種組合のある地域で調査会を開始したところ

なので、各地区での飼養管理の指導を徹底しな

がら、今回も上位入賞を目指します。

高村林産振興室長 しいたけ消費拡大事業につ

いてです。

本県の令和２年時のしいたけ生産量は９１６

トンで、うまみだけは約２％になっています。

今後、令和６年にはうまみだけ２００トン、約

１５％まで増やす計画を持っています。今年の

うまみだけの平均単価は１キログラム当たり４，

６３７円で、全体に比べて５０９円ほど高く取

引されています。これまでいろいろなプロモー

ションを行う中で、消費者からは料理に合った

しいたけが提案されていて手に取りやすくなっ

たといった評価を受けています。

生産者に対しては、生産工程ごとの管理事例

を林業普及指導員を通じて紹介するとともに、

１箱に満たない端物も出荷しやすいように、端

物合わせ経費に対して支援を行っています。こ

れまでの取組により、販売店舗は百貨店や直売

所を中心に５９か所に増え、県外でも販売され

るようになってきました。これから年末年始の

需要期を迎えることから、飲食店でのうまみだ

けフェアや販促イベント、オンライン料理教室

等を行うこととしています。

今後とも、プロモーションなどを通じて販売

店舗を増やすなど、販路拡大を図ることで消費

拡大に努めます。

黒垣農村整備計画課長 国土調査事業について

お答えします。

御質問１点目の調査が進まない要因ですが、

高齢化や不在者地主等により境界を把握してい

る関係者が少なくなり、立会いに時間を要して

いることや、１筆当たりの面積が小さく、高い

精度を要する都市部での調査が多くなったこと
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などにより進度が上がっていない状況です。

２点目の未整備地域の件ですが、未整備地域

で公共事業を行う場合は、法務局に備付けの字

図などを基に関係者で立会いを行い、境界確定

の上、事業を進めています。

３点目の当時の測量精度の問題についてです

が、調査が終了している地域で事業を実施する

場合は地籍図を基に境界を復元し、再度関係者

立会いの上、確認を行っています。この際に支

障が生じた場合は、法務局と相談しながら適切

な登記が行えるように対応しています。

二ノ宮委員 １点目については５６頭で大丈夫

だと。それを今から大事に育てて来年に備える

ということだと理解しました。ぜひ頑張ってい

ただきたいと思います。

それから、しいたけ拡大ですけど、これで一

番大変なのは分別です。特に駒を打って、ほだ

場に分けて入れて採取して、乾燥してさらに出

荷という、その中で他のものが混じったら、そ

のしいたけの特性がゼロになり、ここをやらな

ければこのうまみだけの特性が出ないと思いま

す。

一つだけ提案ですけど、例えば、プロに聞く

とそれぞれの品種で、乾しいたけを戻す時間に

よってうまみが変わってくると。それぞれの品

種で戻し時間やどういう料理に使うのがいいの

かを、ぜひプロに研究していただいて。そこを

広めていかないと、なかなか拡大できないと思

います。大分県を代表するしいたけです。ぜひ

いろんな手で拡大していただきたい。

それから国土調査、高齢化とか不在者、所有

者がいないからという説明でした。これは、先

に延ばすほど、ますます大変になると思います。

大変難しいですが、少しハッパをかけて調査を

終了しなければ、後々ますます困っていくので

はと大変心配しています。要望です。ぜひ力を

入れていただきたい。

鴛海委員 ２点について質問します。

主要な施策の成果の１８４ページ、地域育成

型就農システム支援事業について、主な事業内

容がありますが、その二つの事業内容の説明を

お願いします。

それから、次の１８５ページ、農業次世代人

材投資事業について、主な事業内容が３点あり

ますが、事業内容の説明をお願いします。また、

①から③を足すと５億５，１６９万１千円です

が、決算額は４億９，６７１万円です。この差

額について説明をお願いします。それと、予算

額が５億６，９７２万４千円ですが、決算額と

の差が７，３０１万４千円となっています。主

要な事業ですが、どういうことで不用額になっ

たのか、その辺の説明をお願いします。

藤原新規就業・経営体支援課長 地域育成型就

農支援事業の事業内容と具体的な取組状況につ

いてです。

新規就農者の受入れは、技術習得、農地、住

居など就農に必要な支援を一体的に行う必要が

あるため、産地や市町などが中心となって行う

ことが重要です。ファーマーズスクールについ

ては、ハウスや作業舎などの常設施設の設置が

困難な市町において、農家の下で技術研修や関

係機関による座学が実施されています。県では、

模擬営農用圃場の借上げや指導農家設置に対す

る支援を行いました。これまでに１３市町３０

品目で設置され、令和３年３月末で９７人が就

農し、３６人が研修中です。

続いて、就農学校については市、農業公社、

農協が設置した常設の研修施設で技術研修や座

学が実施されています。県は研修用施設の整備、

借上げや指導者設置に対する支援を行いました。

これまでに８市町１０か所８品目で設置されて、

令和３年３月末で１１９人が就農し、３０人が

研修中です。就農学校又はファーマーズスクー

ルが設置された市町は、１５市町３０品目とな

り、研修終了後の自営就農者は２１６人となり

ました。また、研修中の者を含む制度利用者の

合計２８２人のうち、県外からの移住者が１５

３人と過半数を占めています。研修制度が充実

しているなどの声が聞かれ、移住就農者の確保

に向けた効果が見られている状況です。

続いて、２点目の農業次世代人材投資事業の

内容と交付金の支給方法、不用額についてです。

給付金は就農時に５０歳未満などの一定の要

件を満たす者に交付します。経営開始型は、財
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源は国が１０分の１０で、自営就農者に対して

経営開始１年から３年目で１年当たり最大１５

０万円を交付し、４年目から５年目に最大で年

１２０万円を交付します。年２回、就農状況を

確認して、市町村経由で交付金の支払を行いま

す。それから準備型は、県が認めた研修機関で

研修を受ける者に交付を行います。財源は同じ

く国が１０分の１０で、１年間で最大１５０万

円、最長２年間交付します。年２回、研修状況

を確認して、農業農村振興公社を経由して支払

を行います。それから、親元就農給付金ですが、

これは親元就農者に対して交付して、県が２分

の１、市町村２分の１の負担です。対象として

は、農業大学校の研修を行う者に１年間１５０

万円、親元で営農を開始して１年間に１００万

円を最大２年間交付します。親元就農給付金は、

市町村経由で年２回支払を行います。それぞれ

一定の期間以上、営農が継続しない場合は返還

する必要があります。

次に、不用額の発生理由ですが、この予算に

ついては当該年度の交付予定者を最大限計上し

ています。予算執行については、当該年度に要

件を満たす者が交付の対象となり、この不用額

が発生しています。

鴛海委員 ファーマーズスクールとか就農学校

を卒業した人で、現在、１年以上継続して農業

に従事される方がどれくらいいるのか、その辺

の説明をお願いします。

藤原新規就業・経営体支援課長 就農後の定着

状況ですが、県では就農５年後の定着について

調査しています。率として６９．９％の方が、

新規就農５年後に営農を続けています。この内

訳ですが、自営でされている方は８４％、雇用

で就農された方が４８．８％です。

鴛海委員 農林水産省が概算要求の中で、新規

就農者に対する農業支援の関係で目標を大きく

掲げて検討しているようですが、やはり農業を

続けるためには、何といってもいろんな支援が

必要です。特に、認定新規就農者と私も関わっ

たんですが、補助金とか予算の確保がなかなか

難しいんですよね。皆さんは事務屋なので簡単

に分かると思うけど、農家の方はなかなか分か

りにくい。私が分からないんだから農家の方は

分からないと思いますが、その辺を分かりやす

く説明して、農業者が農業を続けられるように、

ぜひ支援をお願いします。

特に、園芸振興課の関係なのか分かりません

が、白ねぎの関係で育苗、定植、管理、収穫、

出荷調整とか５項目にわたって、それぞれに応

じたいろんな形の支援策があり、これについて

も４分の１とか３分の２とかあるけれども、食

べ物はなかなか補助金がありません。新規就農

するときには５、６千万円とか７千万円ぐらい

かかるので、この支援のために補助制度とか融

資制度が必要なので、ぜひその辺も支援してい

ただきたい。この中で、一番大事なトラクター

の支援がないんですね。国の事業であるだけで、

県の事業はないんです。これは高額になるから、

県の事業はなかなか難しいと思うんですけど、

やはり新年度に向けて、何とかトラクターとか

購入できるような補助制度の検討をぜひお願い

します。

後藤委員 ３点伺います。

１点目は、決算事業別説明書２００ページの

種子管理事業費に関してですが、平成３０年に

主要農作物種子法が廃止されて以降、何か特別

変わったこととか、今の現状を教えてください。

それから２点目が、２１０ページの畜産振興

対策事業費の養蜂安定対策推進事業委託料です

が、委託先等の連携と、現状で何か課題等があ

れば教えてください。

それから３点目が、さきほど羽野委員も聞か

れた農福連携ですが、１０月１日に農林水産省

も農福連携推進室を正式につくりました。もと

もと農林水産省が言っているのは障がい者等で、

その等の中に本来は高齢者や生活困窮者も入る

というのが農福連携という形です。あえて、等

が入っていないのが大分県の農福連携なのか、

その辺も含めて教えてください。

渕野審議監兼水田畑地化・集落営農課長 種子

の管理の関係でお答えします。

主要農作物、いわゆる米、麦、大豆の優良な

種子の生産普及については、おおいたの食と農

林水産業振興条例や主要農作物種子法の規定を
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踏襲した大分県主要農作物種子制度基本要綱等

の整備によって、法の廃止前と同様に、県が新

品種及び新技術の開発、普及に主体的に取り組

む体制を継続しています。

当該事業では、米、麦、大豆に関して、県内

に普及すべき優良な品種を決定する試験の実施、

種子生産計画の策定、原種、原原種の生産、種

子生産圃場及び生産された種子の審査などを農

林水産研究指導センターの水田農業グループや

振興局とも力を合わせて実施しており、こうい

った取組によって、これまでも県内生産者に優

良な種子をしっかりと届けることができていま

す。

今後も、県内の農家が安心して生産を続けら

れるよう、大分県主要農作物改善協会等の関係

機関とも連携を密にして、優良種子の安定的な

生産と供給を続けます。

本田畜産技術室長 養蜂安定対策推進事業につ

いてお答えします。

この事業については、昨年度、レンゲの種子

及び植生状況の調査として大分県養蜂組合に委

託して実施しています。レンゲの播種時期を遅

らせることにより、害虫の被害防止等一定の効

果があり、今後は採蜜期間の長い蜜源の確保が

求められる等の調査結果が出ています。

養蜂の課題については、御指摘のとおり蜜源

の確保、ダニ等の疾病の予防対策、また、近年

一般の養蜂業者が増えているので、蜂群の適正

配置、そういった課題があると認識しています。

本年度については、この事業の中で、採蜜期

間の長いヘアリーベッチという新しい蜜源植物

を播種していただいて、調査を行うようにして

います。さきほど言ったように、養蜂組合とは

日頃からダニの疾病対策、蜜源確保、転飼調整

といろんな形で意見交換を行っており、今後、

コロナの状況を見据えて研修会等も計画してい

ます。

藤原新規就業・経営体支援課長 委員が御指摘

のとおり、農福連携は障がい者などの農業分野

での活躍を通じて、本人の自信や生きがいを創

出し、社会参加を促すものです。農業経営の発

展とあわせて、地域共生社会を実現していく上

でも非常に重要な取組であると考えています。

県では、平成２９年度から令和元年度までの

３年間、障がい者が取り組みやすい作業の切り

出しや作業速度、精度の把握を行い、作業モデ

ル１５件について検証を実施しました。その検

証結果によって、農福連携に取り組む新たな農

家の確保を進めるとともに、特に働き手が必要

な園芸品目における障がい者の農福連携の拡大

を図り、障がい者の農福連携を現在、推進して

います。

後藤委員 農福連携で、障がい者のところは分

かりました。私が聞きたかったのは、今後、高

齢者や生活困窮者を農福連携の中に入れていく

のか、その辺を聞きたかったのがまず一つです。

それと、養蜂というか蜜源の関係は何度も言

ってるけど、やっぱり蜜源、花粉源を誰が作る

かという問題が重要で、はっきり言えば、養蜂

業者に蜜源、花粉源をつくれというのはほぼ無

理だと思います。だから、蜜源、花粉源をつく

る委託先等は、今後どういうところを考えてい

るか教えてください。

あと、種子法の件ですけど、大分県は要綱で

十分よくしていただいているのは、私も何度も

見て分かっています。ただ、それでも心配され

る方が条例制定の請願をあげてくるんですけど、

唯一言うなら、今ある要綱の中にそういった文

言等を入れるなどして、しっかり種子を守って

いくという形ですればいいと思うし、あと、種

子の確保の関係で思うのが、今やっているのが

アナログ過ぎて――例えば、種子を農家に出す

ときに、いまだに米の紙袋の中に出荷表を入れ

てくるんですけど、ああいうのもデジタル化と

かデータ化できるようにしたらいいと思います。

古いやり方がいいと言う農家もいるでしょうけ

ど、やはり今、若い農家が増えているので、そ

ういった古いところを少しでもデジタル化でき

たらいいと思います。

藤原新規就業・経営体支援課長 農福連携につ

いてです。

県では高齢者や生活困窮者、引きこもりの状

態にある方、犯罪や非行をした方など、障がい

者以外における農福連携についても、あらゆる
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制度や仕組みを活用し、関係機関と連携して取

り組んでいます。農作業を希望する高齢者につ

いては、シルバー人材センター、農業経営サポ

ート機構、菜果野アグリなど、農業で働く場を

提供する仕組みも充実されてきており、気軽に

農業に従事できることで、健康や生きがいづく

りが増進されることも期待されます。

それから、生活困窮者や引きこもりの状態の

方については、ＪＡ全農おおいたや菜果野アグ

リと連携した取組が大分方式として令和２年度、

国のモデル事業に採択され、九州地域で展開さ

れています。それから、刑務所の退所者につい

てですが、菜果野アグリで受け入れた実績があ

り、今年度については、この共生における農福

連携の推進について、県の農業法人協会でチラ

シを活用した啓発を行うなど、法務省の福岡矯

正管区とも連携して取り組んでいます。

このように、各関係機関と連携を図って、今

後も引き続き農福連携の推進を図ります。

本田畜産技術室長 養蜂の蜜源の確保について

です。これまで養蜂農家を中心に水田でのレン

ゲの作付け等、果樹、柑橘等での蜜源ですが、

これを増やしていく上では、まずは既存の耕種

農家とか山林の所有者に養蜂を理解してもらう

ことが大事だと思うので、そういった啓発とあ

わせて養蜂の蜜源対策について取り組んでいき

ます。

渕野審議監兼水田畑地化・集落営農課長 これ

までの取組でもう少し反省すべき点等があれば、

県の取組を生産者の皆さんも含めて、よく理解

していただくことも大事ですから、そういった

ＰＲもこれからよく考えます。

それから、現場でかなり古いやり方をやられ

ているということですが、一つ一つ農業のスマ

ート化という視点でいろいろ進めていく時代な

ので、農業団体の取組ともよく連携して、時代

に合ったやり方を少しでも取り組めるところが

あれば、いろいろ協議もしていきます。

後藤委員 あえて質問したのは、これは地味な

事業かもしれませんが、本当に重要だと思って

いて、例えば、養蜂の予算は倍増してもらって

いるのはありがたいですが、ただ、私はそれで

も足りないと思っているので、余るよりむしろ

使い切って、大分県の農業の発展のためにしっ

かりやっていただきたいと思います。

特に種子の関係も、心配される方が多いもん

ですから、その辺を理解してもらった上で、さ

きほどの話であれば、すぐにはできないでしょ

うが、ゆくゆく大分県の農業者は若い方に変わ

るでしょうから、そういったデータベースをつ

くるとか、メールでやり取り等をするとかもそ

うですが、いわゆるＩＣＴ化も含めてしっかり

農業関係のセンターを充実させることが必要で

す。そういった内容になると、やっぱり予算等

もこれからもっと確保していく必要があると思

います。

あと、Ａ型事業所とかＢ型事業所とかありま

すが、その中でも、例えば、障がい者だけでは

なく認知症を患う方などが行くことによって、

少し症状が良くなるなど、農福連携が活用でき

ればと思うので質問しました。

大友副委員長 ほかに、事前通告されていない

委員で質疑はありませんか。

麻生委員 各委員から農林水産部の質問が出た

わけですが、大分県の農村が消滅するのではな

いかと大変危惧されて深刻な状況です。それを

守るのは、逆に農林水産業だと思います。

そういう中にあって、賢い土地利用と言うか、

スマート・テロワール――この発想の中で大事

なことは、その拠点を生産研究、品種改良から

生産管理、そしてマーケット起点の商品までど

のような研究施設とタイアップし、そして、市

町村の農村計画――いわゆる地図上なら５千分

の１から１万分の１ぐらいの地図の範囲の中で

完結できるような、そうした農村計画をどのよ

うにつくっていくのかが問われていると伺って

います。その中で一番のポイントは、その拠点

をどこに置くのか。例えば、大分県では農業大

学校が一つであったり、水産であれば鶴見にあ

る民間の研究所とか、そういったところを拠点

にし、その周辺の地域と共にやっていく。その

ときの鍵を握るのは女性の力であると思います。

そういう意味で、このスマート・テロワール

という観点からの農漁村の消滅を守る拠点をど



- 41 -

こに置こうとしているのか。また、その農漁村

の計画を大分県としてはどのように、どこが主

体となってつくっていくのか。私は、単位は市

町村だろうが、やっぱり県がサポートして、あ

るいはもっと主導してやっていかなければなか

なか技術的にもできないと思います。その２点

について、まずお願いします。

また、最近感じたのは、さきほど担い手の関

係で女性活躍という部分も含めて、菜果野アグ

リの話がずっと出ていますが、例えば、うちの

地元のビワの生産で出荷時期になると、選果場

に菜果野アグリの方が来て大活躍です。そして、

なしの時期にふるさとの庄内に行くと、やっぱ

り菜果野アグリの同じ方が見受けられると。こ

れはひとつ入口に入ったかなと、成功し始めて

いるなと痛感しています。そういった意味も含

めて、この拠点をどうするか。そして、共にや

るんでしょうが、農漁村計画をどこが主導する

のか、そこが鍵を握ると思うので、そこについ

てお伺いします。

井迫農林水産企画課長 まず、拠点についてお

答えします。

さきほども堤委員からの質問の中でもお答え

しましたが、農業総合戦略会議を軸とした検討

の中では産業的な部分になるので、委員のおっ

しゃる中山間地域を守るところとダイレクトで

はないですが、やはり、中山間の地域を守るこ

とと農業という産業を守ることは非常に密接な

関係にあるので、第一には、その軸になるのは

やはり農業者の組織である農協を中心に考えて

います。

物理的な拠点については、今後どのように戦

略を展開していくかによって検討していくとこ

ろなので、具体的な拠点の在り方については、

今現在お答えし難いですが、営農機能の拠点、

担うべきは、第一には農協系統の基盤ではない

かと考えています。当然、これは今後、生産者、

団体、行政で地域としてどうしていくのか、ど

ういう戦略をつくるのかを議論していく中で、

明らかにしていくところだと認識しています。

もう１点、地域振興、農村を守っていくとい

う意味で計画の主体はどこが持つべきかですが、

当然、地域、農村社会の存続は、県にも市町村

にも同等に扱われるべき使命だと考えています。

そういった主体の中で、実際に指導力を発揮す

るのがどこかということであれば、県の指導力

が重要ではないかということを、委員から御指

摘いただいたかと思いますが、そういった観点

でも、我々も正にスマート・テロワール――先

般も御指導いただき、全国の事例も研究してい

ますが、地域資源を活用して持続的な営農をつ

くるという技術的側面では、やはり県から提供

できる部分は多くあるので、それと、実際に地

域に暮らす生産者、住民がどのような形をなし

たいのか、そこは市町村が中心かと思いますが、

それらをつなぎ合わせて、あるべき農業、農村

の姿を求めていきます。

ちょっと玉虫色になりますが、指導という面

で県のリーダーシップを特に期待されるのは、

そういったスマート・テロワールの技術的な側

面などではないかと思います。

麻生委員 大分県の大学には、農学部がありま

せん。そういった意味も含めて、さきほどから

言っているプラットフォームをどこに置くのか、

どこを拠点にして広げていくのかという部分で

の核を、どうやってつくっていくのかが本質的

な課題だと思います。この本質的課題抜きには

農村計画はなかなか語れないし、マーケット起

点の商品づくりという部分も大きな課題だと思

うので、そういった視点を含めて、根本的な部

分を含めて農村消滅という危機から脱却するた

めにどうするのか、本気で取り組む必要がある

ことを申し添えます。

大友副委員長 事前通告が１名の委員外議員か

ら出されているので、事前通告のあった委員外

議員の質疑を行います。

衛藤委員外議員 一般会計及び特別会計決算事

業別説明書２３６ページのマリンカルチャーセ

ンター運営事業費について、先般の農林水産委

員会の報告で宿泊者数が設置時の年間推定を１

度も達成できなかったとありましたが、なぜこ

のような年間推定が作成されたのでしょうか。

次に、指定管理に変更する際に誤った年間推

定が作成された理由の検証はどのように行われ
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たのでしょうか。また、年間の宿泊者推定が達

成できない中で、指定管理に切り替えるまでに

平成４年から平成１６年までの１３年間を要し

ています。通常、民間企業等であれば３年時点

で事業計画を見直して、修正を図るのが一般的

なところですが、当時はどのように事業計画の

見直しが行われたのでしょうか。また、指定管

理に切り替える際に、事業計画を適宜修正する

ことは検討されたのでしょうか。

次に、指定管理に切り替わった１３年間のう

ち１１年間で赤字が計上されています。指定管

理に変更した際の事業計画も赤字が続くものに

なっていたのでしょうか。また、指定管理に変

更する際に過去の検証がしっかりと行われてい

れば、平成１７年から１９年までの初年度３年

間で赤字が計上された際に、今後の事業計画の

修正も行われていたり、廃止の検討も行われて

しかるべきですが、経営改善に向けてどのよう

な対策が行われていたのでしょうか。あわせて、

県は指定管理に変更したことで、年間の委託料

支出が削減されたと主張しているが、平成１７

年時点で指定管理に変更せずに廃止に踏み切っ

ていれば、１０億６，６２９万７千円の県費を

浪費せずに済みました。今回の廃止の判断にあ

たって、早期に廃止の判断をできなかった理由

についての検証はどのように行われたのでしょ

うか。

次に、廃止に至るまで平成３０年から令和３

年まで４年間を要しています。年間維持費が５

００万円もかかるため、１年たっても引受先が

見付からない場合は、年間維持費を考慮すれば

早急に廃止という判断をすべきであったと考え

ますが、判断までに４年もの時間を要し、２千

万円を浪費した理由はどこにあるのでしょうか。

高野漁業管理課長 通告のあった３点について

御説明します。

まず、年間推定ですが、建設前に県と建築事

務所が策定して基本計画書の中で示されたもの

です。これは昭和６２年の周辺人口、小中学校

や高校の生徒数、観光客数から推定したもので、

宿泊者数については海洋科学館などの利用者数

の推定をベースに推定したものです。当時は高

速道路もなく周辺の道路環境も良くなかったた

め、宿泊を前提とした来館が多くなると推定さ

れたと考えられます。指定管理者に変更する際

には、当初の年間計画、年間推定にとらわれず、

直近の利用者数や宿泊者数を根拠にした数値を

基に、委託料の基準単価の見直しなどを行って

ます。その基準を示した上で、５年間の本協定

を県と指定管理事業者が結んでおり、県と指定

管理者が合意の下に事業が進められたと考えて

います。

次に、１番目の２点目ですが、指定管理以前

については財団法人なので、その理事会の中で

事業計画などの見直しが行われてきたと考えら

れます。財団法人については、県費の支出、基

金の運用、県からの人員の派遣により大きな赤

字にはなっていませんでした。このようなこと

から、平成１５年の地方自治法の改正から必要

な制度の移行期間を経て、本県としては平成１

８年度から指定管理者制度を、極力早く導入し

ました。さきほど申したとおり、指定管理者に

変更する際には、当初の年間推定にはとらわれ

ず、直近の利用者数や宿泊者数を根拠にした数

値を基に、委託料の基準単価の見直しを行って

います。その基準を示した上で、５年間の本協

定の締結を結び、県と指定管理者の合意の下に

事業が進められています。また、その後も運営

状況をチェックするために、毎年度提出される

事業報告書を所管課又は第三者による評価を行

ってきました。

次に、２点目の指定管理についてお答えしま

す。事業計画上では社会教育機能の部分がある

ので、その収支差額分を県が委託料という形で

支出していました。当然、指定管理者としても

赤字にならないよう、委託料も含めれば赤字が

続く計画には当然なっていません。次に、さき

ほども言ったように、安価な利用料でその場を

提供するという社会教育機能をマリンカルチャ

ーセンターは有していたので、この部分で黒字

を出すことは難しいことから、県はその収支差

額を委託料として拠出してきました。このため、

その他の部分については、指定管理が収支の見

合うことを前提に計画を立てています。さきほ
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ども言ったように、第三者の評価等を指定管理

者にフィードバックして経営の改善対策を図っ

てきました。具体的には、指定管理者のノウハ

ウを活用した広報、フリーペーパーの発行、イ

ンターネット予約システムの導入、冬場の花火

大会、国内外からのスポーツ合宿誘致、新電力

導入による支出削減、営業専門担当職員の配置、

地元食材を使用したメニューの提供などを行い

ました。このような経営改善努力を進めてきた

結果、平成２４年度からはその赤字幅も縮小し

ましたが、最終年度に至っても黒字化は無理で

あったことから、平成２９年以降の指定管理者

へのオファーはなかったものと考えています。

次に、２の３点目です。地方自治法改正の施行

により、指定管理者制度が検討され始めた平成

１５年度は、開館からまだ１２年しか経過して

おらず施設利用者の年間推定も下回っていませ

んでした。地元から地域振興、観光振興の面で

も継続の要望も強く、平成１５年からの行財政

改革の中で民間視点をいかした運営にするとい

う見直しを進める方向性の中で、平成１８年度

に指定管理者制度の導入を決定したところであ

り、平成１７年時点で廃止するという考えはあ

りませんでした。

最後ですが、行財政改革推進委員会の中で、

民間への売却、貸付けという方針で決定してお

り、できることなら解体費用を出さずに済む方

法をこれまで模索してきました。また、地元の

中では施設を有効利用した地域活性化を望む声

もあり、幅広く可能性を追求してきました。平

成２９年の公募以降、休館前の平成２９年度に

は５者、休館後の平成３０年度には１０者、令

和元年度には６者、令和２年度には５者に対し

て施設紹介を行いました。本課だけではなく、

他部局、また県外事務所の企業誘致担当の力を

借りて、宿泊業、観光関連業、建設業、旅客運

送業、食品加工業、不動産業、投資金融業など、

幅広い分野に紹介してきたことから時間を要し

たものです。この間、それぞれの立場で丁寧に

努力してきた結果であり、利活用策の提示がな

かったことは非常に残念です。

衛藤委員外議員 いろいろとあり過ぎて、どこ

から言うかですが、平成１７年時点で廃止の判

断をしなかったという話がありました。これは

結果として間違っていたということですよね。

あそこできちんと廃止をしていれば、これだけ

浪費しなかったと。結果論ですが、今現在廃止

になっているということは、そういうことだっ

たのかなと思います。

１番のところで、財団で見直して大きな赤字

ではないと言っていたんですけれども、大きな

赤字ではないという感覚は、恐らくこれを聞か

れた一般県民の皆さんと大きく乖離していると

思います。そこの感性からまずはしっかりと見

直していただきたいし、最後の廃止のところも、

可能性を追求して幅広く探すために２千万円を

浪費したことが許されるかと言うと、私はそう

は思わないんですよね。そういったもろもろの、

なかなか一般の方々から理解を得られない理由

の説明が多々あったと思います。

ここで廃止というのは取り返しのつきようが

ないところです。これをしっかりと見直してい

ただいて、ほかにも多々、指定管理等はあるの

で、こういった問題点を繰り返すことのないよ

うに、今あるものをもう一度しっかり見直して

検証してください。

大友副委員長 ほかに委員外議員で質疑はあり

ませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

大友副委員長 それでは、本日の質疑等を踏ま

え、全体を通して委員の方から質疑はありませ

んか。

〔「なし」と言う者あり〕

大友副委員長 ないようですので、これで質疑

を終わります。

それでは、これをもって農林水産部関係の審

査を終わります。

執行部はお疲れさまでした。

これより内部協議に入るので、委員の方はお

残りください。

〔農林水産部、委員外議員退室〕

大友副委員長 これより、決算審査報告につい
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て、内部協議に入ります。

さきほどの農林水産部の審査における質疑等

を踏まえ、決算審査報告書を取りまとめたいと

思いますが、特に指摘事項や来年度予算へ反映

させるべき意見・要望事項等があれば、お願い

します。

堤委員 農業非常事態宣言が昨年度出されて、

今年の１０月に取りまとめをすると。そういう

点では、今年、来年にかけての取組が非常に大

事になってくると思うんですね。そういう点で、

どういう方向性が出るかは１０月のまとめを見

ないと分からないけれども、それを具体的に実

行するだけの予算を、農林水産業を振興するた

めの予算を来年度は組むべきだと思うので、そ

れをぜひよろしくお願いします。

羽野委員 さきほど森林環境譲与税に関する決

算状況の一覧について、提出を要望しましたが、

実は森林環境税及び森林環境譲与税に関する法

律の第３４条第３項には、地方公共団体が決算

を議会の認定に付したときは遅滞なく、森林環

境譲与税の使途に関する事項についてインター

ネット等により公表しなければならないと規定

されています。この法の趣旨からすれば、決算

特別委員会としては譲与税の使途に関する事項

について、事前に審査の中で把握しておく必要

があると思います。この審査資料については義

務付けられた資料ではないので、次年度以降に

ついては、今回求めた譲与税の使途に関する事

項の資料について、執行部から事前に提出して

いただくように委員会として要望していただき

たいと思います。

今吉委員 今年の３月に、県が農業非常事態宣

言を出しましたよね。ということは、令和２年

度のいろんな政策で問題点があったと思うんで

すが、主要な施策の成果によると、総合評価的

にもＡとＢぐらいで、農政で悪いのが余り出て

いないんですよ。農林水産部が農家ともっと連

携すると言うか、その実態がよく見えていない

気がして、そこに何か少し乖離があるのかなと

思うんですね。非常事態宣言を３月に出すなら、

総合評価はもっと下がったと思うんだけど、内

容的には案外下がっていないんだよね。来年度

はそこの乖離がないようにお願いしたいと思い

ます。

大友副委員長 ただいま委員からいただいた御

意見、御要望及び本日の審査における質疑を踏

まえ、審査報告書案として取りまとめたいと思

います。詳細については委員長に御一任いただ

きたいと思いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

大友副委員長 それでは、そのようにします。

以上で、農林水産部関係の審査報告書の検討

を終わります。

以上で、本日の審査日程は終わりましたが、

この際ほかに何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

大友副委員長 それでは、次回の委員会は７日、

木曜日の午前１０時から開きます。

以上をもって、本日の委員会を終わります。

お疲れさまでした。


